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スイス集団的労働関係の変容
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はじめに
ベルリンの壁が崩壊して以降，今日までの労働組合
と労働協約をめぐるパラダイムの変容は，スイスにお
いても集団的労働関係における制度と機能の両面から
の抜本的な再検討を要請している。スイスにおける労
働組合の組織率の減退と地球的規模での原理主義的な
労働市場再編の動きをうけて，Urs. Ch. Nef（2003）
はスイスの労働関係における労働組合と労働協約のあ
り方に関する理論的な分析をふまえた今後の予測を
行っている。その内容については前稿（専修大学商学
論集 82号・2006年）で紹介したところである。本稿
では，この間のスイス集団的労働関係における労働組
合と労働協約の変容について具体的な検討を加え，
Nefの論考と実態との乖離を明らかにする中で，あら
ためて労働組合と労働協約を取り巻く制度と機能を究
明することを目的にしている。
 労働協約のアクター
スイスの労使関係の制度は，近隣のドイツ語圏諸国
とは様々な面で驚くほど異なっている。例えば，オー
ストリアやドイツでは本質的に一つの主要なナショナ
ルセンターが存在するが，スイスの労働運動はイデオ
ロギーや階層によってナショナルセンターが区分され
ている。オーストリア・ドイツモデルの特徴である産
業全体としての交渉の伝統は，スイスではあまり受け
入れられておらず，交渉は分権的な性格が濃い。さら
にスイスの場合，この領域を規制する立法が相対的に
少なく，ボランタリズムの確固とした伝統が存在す
る。（30EIRR240）
1．労働組合
（1）概 括
労働組合の組織率は 1970年代半ばの 33％をピーク
として，その後減少を続けており，1994年当時で約
26％にまで低下した。＊ 専修大学商学部教授
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1994年当時のスイス労働組合運動における主要な
ナショナルセンターの組織は以下の通りである。
社会主義を指向するものとして，1880年に創立
された SGB / USS（Schweizerischer Gewerkschaf
tsbund / Union Syndicale Suisse）がある。傘下
に 15の労働組合を持ち，1992年末の段階で 43
万 6548名の組合員を組織している。この数はス
イスの全労働組合員のほぼ半数に相当する。傘下
の労働組合は産業別に組織されており，最大労組
は 12万 3518人の組合員を擁する建築木工関係の
労働組合 GBIである。次ぎに 10万 9679人を擁
する金属，時計産業の労働組合 SMUVがある。
鉄道労働者の組合である SEVが 5万 960人，公
務員関係の労働組合 VPODが 4万 2157人を組織
している。
キリスト教社会主義を指向するものとして，1907
年に設立され，傘下に 10万 9000人の組合員を組
織する CNG/CSC（Christnationaler Gewerkschaf
tverband der Schweiz / Confederation des Chere-
tiens de Suisse）がある。CNGは傘下に 14の労
働組合を置き，ほとんどが産業ごとに組織されて
いる。中でも最大労組は，3万 9000人を擁する
建設労働者の組合 FCTCと，2万 4000人を擁す
る金属労働者の組合 FCOMである。
独立系の労働組合としては，ホワイトカラーの労
働組合である VSA（Vereinigung Schweizerischer
Angestelltenverbande）が 1990年の時点で 13万
5000人を組織している。
リベラル系では，1919年に設立され約 2万 2000
人の組合員を擁する LFSA/USSA（Landesver-
band Freier Schweizer Arbeitnehmer / Union su-
isse des Syndicats Autonomes）がある。
他にも，独立の職業専門別の団体がいくつかあり，
とくに公的部門に多い。このうち大規模の労働組合
は，連邦政府職員で構成される組織人員 1万 4400人
の PVB労組（Personalverband der Bundesverwaltung）
及び州と市町村の職員の組合で 3万 6000人を組織す
る ZSG労組（Zentralverband des Staats―und Gemein-
depersonals）である。（30EIRR240）
スイス第 2のナショナルセンターは最近，設立され
た労働スイス（Travail Suisse : TS）であり，組織労働
者の 21％（16万 6808人）を鳩合している。この労働
スイスは 2001年に結成され，これまでのCNGとVSA
の二つのナショナルセンターを統合したものである。
組織労働者のほぼ 3分の 1（30．4％）は独立系の労働
組合の組合員である。（24EIRR357）
スイス最大の労働組合となった UNIAは 2006年度
の優先施策を発表した。この中には全ての労働者に対
する実質賃金の引上げや，男女間の賃金の平等，賃金
ダンピングの阻止などが盛り込まれている。
スイスの労働組合は 2006年を「男女平等賃金の年」
と位置づけ，積極的な施策を展開することにしてい
る。労組 UNIAもこのキャンペーンに取組み，最低賃
率を定めた労働協約の堅固さが賃金平等のための闘い
では有効な武器となることから，労働協約を企業レベ
ルでの賃金平等を実現するためのツールとして活用す
るとしている。
また，UNIAは賃金表における最低と最高の間の賃
金差異を縮める取り組みも行っている。とりわけ労働
者の層の実質賃金の引上げを求めている。近年，労働
者層の賃金改善は医療保険の掛け金の引上げなども
あって停滞していた。
多くのヨーロッパの労働組合と同じく，UNIAは
EUが提案しているサービス指令が，ヨーロッパ域内
の労働移動を促進することから，スイス国内でも賃金
ダンピングをもたらす可能性があるとして懸念を表明
している。労組は入国管理官と協力して建設現場での
不法就労を監視するとともに，新たに厳格な措置を導
入し不法就労の抑止を効率化すべきだとしている。
（16EIRR385）
（2）組合員の増加
1990年度にスイスの主要な労働組合のナショナル
センターのである SGBの組織人員が 2400人 0．6％増
加した。総組合員数は 44万 1400人から 44万 3800人
に増えた。傘下 16組合のうち 10組合で組合員の増加
を記録している。小規模のサービス業，メディア産
業，航空管制，電気通信などの労働組合で 5～7％の
組織人員の増加が見られた。大規模労組の増加率はゼ
ロまたはわずかである。一方，傘下の 6労組は組織人
70
員を減らしている。印刷産業の労組は 6．9％もの減少
を記録した。（9EIRR208）
2002年の時点では，全労働者の 4分の 1が労働組
合に加入している。スイス労働総同盟 SGBは最大の
ナショナルセンターで組織労働者の 48．5％（38万
4691人）を組織している。2002年に SGBの組織人員
は 501人（0．1％）増加した。労働組合員の増加はじ
つに 1990年以降で 2000年に次いで 2度目のことであ
る。（24EIRR357）
2003年末の時点で，スイス労働総同盟 SGBの組織
人員は 8437人増加した。これは公務員関係の労働組
合である PVBが加盟したことによる組合員の増加で
ある。傘下の労働組合のうち 5組合は組合員を増やし
ているが，13組合が組合員を減らしている。サービ
ス関係の労組 Uniaは 8％も増やした。しかし，今回
の PVBの加盟がなければ SGBは 4000人の組合員の
純減となったはずである。スイス第 2のナショナルセ
ンターである労働スイス TSも 2003年末の時点で傘
下の組合員数が 16万 4195人となり，2613人の減と
なった。スイスの全労働者数は 313万 3200人を数え
ており，そのうちの 24．9％にあたる 78万 1695人が
労働組合に加入している。（15EIRR369）
（3）組合員の減少
① 1990年代前半
スイス労働総同盟傘下の 16労組の組織人員は 1991
年に 1571人減少した。同年末における組合員数は 44
万 2314人となり，前年比 0．4％の減となった。組織
人員は産業部門により大きく変動する傾向がある。公
務員関係の労組は組織人員を 3297人（2．3％）増加さ
せており，一方で民間部門の労働組合は 4868人
（－1．6％）の組合員を減らしている。建設関係の労働
組合である GBHは 12万 3518人の組合員を抱え最大
の労働組合であるが，それでも組織人員を 983人
（－0．8％）減らしている。10万 9679人を組織する金
属時計産業関係の労組である SMUVも組合員を 1175
人（－1．1％）減らしている。
繊維皮革関係の労組である VBLAは劇的な組合員
の減少に見舞われ，26．2％（1974人）もの組織率の
低下を経験した。同労組はその後，SMUV労組と合
併した。また，食品，輸送，小売関係の労組である
VHTLも 5．6％の組織人員の減少に見舞われ，組合員
数が 2万 5166人となった。一方で組織率を最も引き
上げたのは電信電話労組である VSTTBd 組合員数を
4367人（6．1％）も増加させた。またメディア労働者
の組合である SSMも組織率を 4．0％（2488人）も引
き上げた。（11EIRR220）
スイス最大のナショナルセンターであるスイス労働
総同盟 SGBの組織人員は 1992年中に 5922人減り，1．
4％の減少となった。総組合員数は 43万 6548人と
なった。最も急激な減少に見舞われた単産は建築産業
の労組 GBIであった。同労組は SGB傘下最大の労組
であり 5373人の組合員の減少により組織人員は 12万
9319人となった。金属及び時計産業関係の労働組合
である SMUVでも 2136人もの組合員が減り，組織人
員は 10万 9517人となった。SGBの全体的な組織人
員の減少について労働組合サイドでは，これを雇用の
水準という文脈で捉えることの必要性を指摘してい
る。一方で，1992年中の契約労働者数は 10万人に達
した。（13EIRR233）
スイス最大のナショナルセンターであるスイス労働
総同盟傘下の労働組合員は 1993年の一年間で，5496
人も減少した。その減少率は 1．3％に達する。SGB
はこれで 6年連続で労働組合員の減少を経験したこと
になる。1993年の組合員総数は 43万 1052人となり，
10年前の 1983年と比較すると実に 2万 5152人も組
織人員を減らしたことになる。これは 5．5％の減少に
なる。
参加 15組合の中で最大の労働組合である製造・建
設労組（GBI）は 1992・93年度に，4180人の組合員
を失い（3．2％減），組織人員は 12万 5139人となっ
た。一方，組合員数では傘下第 2位の金属時計製造労
組（SMUV）も組合員数を 2879人減らし（2．6％
減），組織人員は 10万 6638人となった。
SGBに加盟していない他の労組においても組合員
数の減少を記録している。キリスト教労働組合同盟
（CNG）は 4．9％も組合員が減り，組織人員も 10万
6267人に落ち込んだ。また独立系の職員労組（VSA）
も 2．7％減の 13万 197人に組織人員を減らした。（12
EIRR248）
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② 1990年代後半
スイス労働組合総同盟は，組織人員の全体的な減少
の一方で，女性の組合員の数が増加していることが明
らかになった。
1996年末の時点で，スイス労働組合総同盟傘下の
18の労働組合の組織人員は 41万 4072名であった。
これは 1995年末との比較では 8749人の減少（－2．1
％）となった。最大の減少幅を記録したのは理容美容
関係の労働組合 SCPVで 10．8％もの減となった。一
方，メディア関係の労働組合 SSMは 3．7％の組合員
の増加となっている。実人員で最大の減少となったの
は建設及び工業労組 GBIで，9909人もの組合員を
失った。しかし，明るい話題もあり，新たに設立され
たサービス関係の労働組合 Uniaは 7033人もの新規
加入者があった。
労働組合の組織率の低下は，一般的には 1992年に
始まった不況が大きな原因となった。1985年から
1991年までの相対的に経済の安定した時期の後，
1992年を境に労働組合員数の減少が始まった。そし
て最も直接的な要因は失業の増加であった。（11EIRR
284）
スイス労働総同盟によると 1997年も労働組合の組
織人員の減少は続いており，傘下 17組合で 39万 5424
人となった。前年比で 1万 5648人の減となり 3．8％
も減少した。最も組合員を減らしたのは建設・化学労
組（GBI）であった。同労組は 1997年に 1万 1328人
も組合員を減らしており，1992年から始まった経済
のリセッションの影響が大きかった。1991年から 97
年までの間に雇用が建設関係で 33．7％も，化学部門
では 26．6％もそれぞれ減少した。（13EIRR293）
スイス労働総同盟の調査によると，1998年の傘下
の労組の組織率は前年と比して 2．1％も低下したこと
が明らかになった。傘下組合の組合員数は 1998年に
は全体で 38万 7249人であり，前年より 8180人の減
少となった。しかし，前年の 3．8％減と比べると減少
幅は縮小している。建設労組 GBIと金属労組 SMUV
が相当数の組合員を減らしており，前者は 2496人減
の－2．4％で 10万人を割り，9万 7780人の組織人員
となった。後者の場合は，2671人の減で－2．7％，組
織人員は 9万 5315人となった。
スイス労働総同盟の集計では，1998年末の時点で
スイス全体で何らかの労働組合に加入している労働者
は 77万 5601人で労働組合の組織率は 25．3％であっ
たとしている。（13EIRR307）
1999年のスイス労働組合総同盟傘下の組合員総数
は 38万 139人となり，前年比で 7110人の減（－2．2
％）となった。減少率は変わっていない。大きく組合
員を減らした単産は小売輸送食品労組 VHTL（1145
人 減－6％），公 務 員 労 組 VPOD（1756人 減－4．6
％），建設労組 GBI（5234人減－5．4％）などであっ
た。一方で，サービス関係の新労組 Uniaは組合員を
急増させており，1999年も前年比 2280人も増えてい
る。これは女性組合員の増加を反映したものである。
（12EIRR317）
③ 2000年以降
スイス労働総同盟 SGBの発表によるとスイスの労
働組合の組織率は全体としては大幅に低下した。2005
年末においてスイスの労働組合員の数は 76万 9992人
となり，前年比で 494人の減少となった。組織率は
24．6％となった。2大ナショナルセンター（SGBと
T．S労働スイス）は若干の増加を記録しているが，
零細労組や独立系労組で労組員の減少が見られた。
スイス労働総同盟は傘下の組合員を 1580人増や
し，前年比 0．4％の増加となった。その結果，傘下 16
組合の総組合員数は 38万 4816人となった。労働スイ
スも 249人の組合員を新規に獲得し，0．15％の増加
となり，傘下の 12組合の組織人員は合計 16万 1667
人となった。
この 2大ナショナルセンターの組織人員の増加は，
新規の単位組合の加盟によるものである。SGBには
音楽教員組合（SMPV）が，TSには大学教員組合
（FH―CH）がそれぞれ加盟した。この 2労組の加盟が
なければ SGBは 0．7％，TSは 0．8％の組織率の減少
となったはずである。傘下最大労組である UNIA
（SGB傘下）と Syna（TS傘下）の組織人員は安定し
ていた。UNIAはこの 2年間連続して組合員を維持し
ており，明るい話題となっている。
また，SGB傘下の 7組合では女性組合員の増加が
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見られた。SGBの組合員の 24．1％が女性となってい
る。2005年末までの 1年で 3791人の女性が加入し，
女性組合員数の総計は9万2796人となった。一方で，
男性組合員の増加があったのは傘下の 3組合に止まっ
た。
言語圏別の分析では，SGBの組合員の 62．2％がド
イツ語圏で，組合員の 29．7％がフランス語圏に，8．1
％がイタリア語圏にそれぞれ居住している。この数値
は過去 6年間大きな変化が見られない。
独立系の 10組合のうち 6労組は 2004年及び 2005
年度に組合員の増加を見たが，残り 4組合の組織人員
は減少した。（12EIRR393）
（4）労働組合の合併
1990年代はじめに 3000人を組織する皮革繊維関係
の労働組合（VBLA）が金属及び時計産業関係の労働
組合（SMUV）と合併した。1992年 1月 1日から合
併の効果が生じる。この合併により労組 SMUVはス
イス第 2の労働組合となり，組織人員は 11万 4000人
に達した。同労組の委員長は合併の相手方の組合員に
も充分な配慮を払うとしている。また VBLA労組の
代表も財政面での合併によるメリットを強調した。
VBLA労組の前身は 1868に設立されたスイス仕立て
職組合であり，1918年以降，皮革，帽子，馬具製造
業の組合との一連の合併を経て，1923年までに今日
の組織になった。（12EIRR218）
建築木工関係の労働組合 GBH及び繊維化学製紙関
係の労働組合 GTCPは 1992年 9月 5日にチューリッ
ヒで特別総会を開いて正式に合併することになった。
合併によってできた新しい労働組合は建設産業労働組
合 GBIと称され，組合員 13万 5000人を組織するス
イス最大の労働組合となった。
この合併は 1992年 9月の GTCPの総会で満場一致
で承認された。一方で，同日に開催された GBHの総
会では 324人中ただ一人の代議員だけがこれに反対し
た。GBHの委員長である Vasco Pederinaが合併後の
新労組 GBIの代表に就任し，GTCPの書記長であっ
た Hans Schappiは 3人いる副代表のポストの一角を
占めることになった。
この合併の提案は 1990年の GTCPの総会でなされ
た。長い一連の議論と交渉が続いたが，合併に関する
細部の事項はなお詰めを要している。SGBの委員長
であるWalter Renschlerは総会における演説の中で，
合併によってできた新たな労組について正しい方向へ
の勇気ある一歩であると述べている。（12EIRR225）
2004年 10月，産業部門の異なる 4つの労働組合が
合併して UNIAを結成した。この新労組は建設労組
GBI，小売部門の労組 VHTL，一般労組 SMUVとこ
れまでのサービス関係の労組 Uniaが合併してできた
ものである。この新労組 UNIAは 20万人もの組合員
を抱えることになる。この合併は野心的であるが，労
働者の権利と社会的公正が厳しい攻撃の下にさらされ
ている中では，労働者の利益の確保と労働組合の生き
残りのためには，不可避の対応であると考えられてい
た。（16EIRR370）
2．使用者団体
スイスでは，企業は使用者団体に加入する義務はな
い。また，一つの企業が加入できる使用者団体の数に
ついても制限がない。（21EIRR357）
（1）概 説
民間部門の主要な使用者団体は 1908年に設立され
た ZSAO/UCAPS（Zentralverband Schweizerischer Ar-
beitgeber Organisationen/Union Centrale des Associa-
tions Patronales Suisses）である。その傘下には 35の
表 1 スイスの十大労働組合と組織人員
組合名 上部団体
組織人員
2001年 2002年
建設労組 SGB 91，276 91，981
一般労組 SGB 89．907 88，438
キリスト教労組 TS 66，886 65，000
商業労組 58，318 59，290
交通労組 SGB 53，117 51，426
教員労組 48，967 48，929
情報労組 SGB 38，375 37，657
テッセン地方労組 TS 37，231
国家公務員労組 SGB 36，830 36，318
地方公務員労組 30，183 28，459
出典：SGB―Pressedienst, 29 August 2003．
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産業別団体と 38の地域組織がある。産業別団体は業
種ごとに 9つの部門に区分して組織されている。傘下
の最大の団体は機械金属産業連盟 ASM（Arbeitge-
berverband Schweizrischer Maschinen― und Metall In-
dustrieller）で 1990年の時点で 580社を代表してお
り，そこでの従業員数は約 20万人に達する。
ZSAOが先ず第一に団体交渉に関連する問題に関与
することになっている一方で，社会政策，経済，通商
産業に関連する問題については SHIV（Schweizeri-
scher Handels― und Industrieverband）が多くの場合，
口火を切ることになる。
スイス中小企業連盟 SBV/USAM（Schweizerischer
Gewerbeverband/Union Suisse des Arts et Metriers）
も，その第一義的な機能は会員企業の経済的利益の確
保と増進にあるが，その活動目的には雇用政策への関
与を含んでいる。フランス語圏のスイスでは，ZSAO
はフランス語圏スイス経営者連盟 FRSP（Federation
Romande des Syndicats Patronaux）と競合している。
同連盟は 85の業種別団体のもとに 1100の会員企業を
傘下においている。公的部門の使用者サイドは政府当
局によって代表される。（30EIRR240）
（2）スイスの使用者団体
① スイス使用者団体 SA
スイス使用者団体（Schweizerischer Arbeitsge-
berverband ; SA）は，スイスにおける使用者組織をそ
の傘下に置く中心的な存在である。この団体は 1904
年から 8年にかけて生じたストライキの後の 1908年
に設立された。この時点では，本来の使用者の防衛的
組織の形態をとって運用された。今日では，その役割
は雇用政策，社会政策，訓練政策などの領域における
使用者側の利益を代表し，ロビー活動を行うことが中
心になっている。また，30以上の支部と地方組織を
持ち，加盟企業はスイス労働者全体の 3分の 1以上に
あたる 100万人を超える労働者を雇用している。
その主要な目的は，スイスの国際競争力の向上，政
府当局に対する使用者側の共通的利益の主張，会員組
織間の親睦，国際団体への代表の派遣などの組織活動
を通じて，スイス経済を強化することにある。スイス
使用者団体は，ILO，OECD，IOE，UNICEなどを含
むいくつかの国際団体に代表を派遣しており，欧州議
会にもオブザーバーを出している。
その施策は年次総会（Mitgliederversammlung）で
決定され，そこでの票決権は拠出する会費の多寡に
よって割り当てられる。執行部（Vorstand）は産業及
び地域ごとに組織別に選出される代表によって構成さ
れる。また，規程により 5人まで必要と考えられる場
合，他から執行部に加わる。議長や副議長などの役員
は執行部の中で互選される。執行委員（Vorstand-
sausschuss）も執行部の中から選ばれる。
スイス使用者団体 SAは，団体交渉の過程で一定の
役割を演じることはない。団体交渉は産業レベルで実
施される。一方で，交渉プロセスにおいて有益な経済
動向などのリポートを作成し情報提供を行っている。
② スイス経営連盟 SGV
スイス経営連盟（Schweizerischer Gewerbeverband ;
SGV）は，スイスの経済的な屋台骨を形成している中
小企業の利益を代表する。スイス経営連盟には，従業
員数 250人未満の中小規模の事業所が加盟している。
スイスの事業所の 90％以上は 9人以下の従業員数で
あり，250人未満で実に全事業所の 99パーセントを
占める。また，これらの中小の事業所は民間部門にお
けるスイス全体の雇用の 75％を担っている。
③ エコノミースイス ES
エコノミースイス（economie suisse ; ES）は，2000
年にローザンヌで結成された新しい使用者団体であ
る。経済及び政治の領域における会員の利益を代表
し，スイス企業にとって最適の経済環境を創造するこ
とがその使命とされている。その施策は，執行部，常
設委員会，臨時の作業部会，種々の専門委員会などで
の議論を経て年次総会で決定される。
エコノミースイスは国際機関である UNICEに加盟
しており，その作業部会にも参加している。また，他
のヨーロッパの経済団体とも密接な関係を維持してい
る。さらに OECDの BIAC（経済産業委員会）のメン
バーでもあり，国際商工会議所 ICCの理事としても
活動している。
その活動の中心は，経済通貨政策，公共財政と税
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制，国際経済関係，教育研究，エネルギー環境政策，
競争政策及び法務などの政策課題の解決にある。さら
に地域や構造に関する政策課題，輸送及び郵政，電気
通信，情報技術，中小企業問題，輸出促進，金融，農
業，安全保障などの問題にも対応している。
エコノミースイスは政府及び議会，関係省庁とも密
接な連絡を日常的にとっており，立法活動の全ての段
階の重要局面におけるロビー活動を欠かさない。多く
の委員会や専門家による作業部会に参加し，立法案の
修正を試み，立法の採択の過程にも参加し，継続的に
政府や議会の決定を監視し，国民投票にも積極的に関
与している。また，多くの連邦の委員会で会員の利益
を代表している。（21EIRR357）
3．政 府
（1） 労働行政の法的根拠
スイスの労働関係は法的な規制を欠いていることが
特徴である。スイス労働関係の伝統はある種のボラン
タリズムである。そして，労働組合と使用者との間の
関係に国家が直接的に介入することはない。法律の役
割は自由な団体交渉の枠組みを定義するとともに，労
働協約によって補充される一定の最低基準を定めるこ
とに限定されている。
① 集団的労働法
集団的労働法の不在は際立っている。労働組合や使
用者団体に関する特別な法的規制は存在しない。ま
た，「労働憲章」や一般的法規定も従業員参加に関し
てはない。結社の自由とストライキ及びロックアウト
の権利は，間接的に保障されているだけであり，争議
行為に対する法的規制は公務員（Beamte）に対して
のみ存在する。同様に，労働協約やその内容に対する
当事者の地位に関する制定法上の規制もほとんど存在
しない。
② 個別的労働法
1964年の連邦雇用法（Arbeitsgsetz）は，安全，衛
生，若年者及び女性の特別な保護，労働時間，休憩な
どに関して最低限の規制を定めている。
1972年の債務法は，雇用契約における個別当事者
の権利と義務を規定するとともに（319条～355条），
解雇や契約の終了，期間の定めのある契約，訓練契
約，などの規程も含んでいる。また同法は，最低 4週
間の制定法上の休暇について規定している。18歳以
下の若年者の場合はこれを 5週間としている。（30
EIRR240）
③ 労働条件の書面化に関する法律
2006年 4月 1日から，1カ月以上継続する労働契約
における労働条件の詳細を書面にして提示する義務が
使用者に課せられることになった。この新しい規制は
債務法 330条 bとして導入されたが，スイス労働総
同盟はこれを歓迎している。将来的には，使用者は労
働者に対して雇用に関連する以下の重要事項を書面で
伝えなければならないことになった。①契約当事者の
氏名，②雇用関係の始期，③労働者の職務，④賃金及
び手当，⑤週労働時間。この書面の内容に変更を生じ
た時は新たな書面を交付しなければならない。賃金の
引下げ，労働時間の延長等の労働条件の不利益変更は
告知期間が遵守された場合にのみ可能となる。SGB
は使用者に対して文書による労働契約の締結を求めて
きたが，この新法は労働者に多くの利益をもたらすも
のと考えている。とくに事前の労働時間の通知のない
オンコールの労働者の場合も書面による週労働時間の
記載が求められることになる。口頭による労働契約の
設定は今や過去の遺物になったと SGBはコメントし
ている。（16EIRR388）
（2） 労働行政と政治状況
社会民主党は 1995年 10月末に実施された連邦議会
の選挙で，下院において改選前の 42議席から 52議席
に躍進するなど，大きな勝利をおさめた。これまでの
社民党，急進民主々義中央党，保守のキリスト教民主
党，右翼のスイス人民党の 4党による連立政権は維持
されるが，連立内部での力の均衡は大きく変動した。
この選挙の結果，躍進した社会民主党とスイス人民
党はともに，EU加盟と社会保障支出を選挙戦の焦点
にして闘った。社会民主党は EU加盟に賛成の立場を
とり，社会保障給付の確保にも賛成しているが，スイ
ス人民党は EU加盟に反対の立場をとり，また社会保
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障支出の大幅な削減を訴えている。
この両党が，その主張に対する支持を伸ばしている
背景には，スイスの国民世論が両極化しているという
現実がある。EU加盟の可否を問う国民投票に向けて
軋轢が高まる中で，連立政権が継続して，その機能を
良好に発揮することが期待されている。前回の 1992
年に実施されたヨーロッパ経済圏への加盟に関する国
民投票の結果は僅差での否決となった。（14EIRR263）
1999年 10月の総選挙の結果，右翼スイス人民党に
対する国民の支持は 22．6％に達し，スイス議会第 2
党に躍進した。その結果，同党は連邦参議（Bundes-
rat）7名のうち，これまでの 1名から 2名を要求する
ことが可能になった。新しい連邦政府の構成は 12月
に招集される議会で決定される。この選挙結果が雇用
や社会政策に与える影響から，スイス労働総同盟の前
途には困難が予想されることになった。（12EIRR311）
（3） 使用者としての政府
スイス労働組合総同盟は政府に対して，これまで通
りの公正で進歩的な労働条件の遵守を求めている。政
府は公務員部門の改革を計画しており，これが賃金に
悪影響を与えるとともに大量解雇を導くことになるこ
とが懸念されている。SGBは 2000年 10月の大会で
この要求を議決しており，11月 4日には大規模なデ
モンストレーションが実施された。また，政府に対し
ても，模範的な使用者としてあり続けることを要求し
ている。（13EIRR323）
 団体交渉と労働協約の締結
スイスにおける団体交渉の起源は 19世紀にまで遡
ることができる。1890年にジュネーブ州で成立した
法律は，労働者団体と使用者団体との間に成立した合
意の有効性を認めており，ヨーロッパにおけるこの種
の法律の嚆矢であると考えられている。それにも関わ
らず，スイスの主要産業における使用者団体は 1937
年に至るまで団体交渉に抵抗してきた。この年，強制
仲裁制度の導入という政府の強い圧力を受けて，よう
やく金属産業や時計製造業で重要な労働協約が締結さ
れることになった。1944年から 1951年までの間に労
働協約の数は 2倍以上（632件→1477件）に増加した
が，労働協約の対象となる労働者の数は 3倍（25万
8000人→77万 5000人）に増えた。労働協約の数は
1960年にピークに達し 1667件の労働協約が存在し
た。その後，労働協約の件数は 500件以上減少した
が，これは統合や合理化の過程を反映したもので，団
体交渉の重要性が低下したわけではない。（30EIRR
240）
スイスの団体交渉の歴史は，金属及び時計産業の使
用者団体と労働組合の間で主要協定が締結された
1937年から始まる。SGBを始めとするナショナルセ
ンターは直接には団体交渉に参加することはなく，産
業ごとに個々の労働組合が交渉を担当することになっ
ている。同じように使用者団体の全国組織である
ZSAOも団体交渉には直接に関与することなく個別の
使用者団体がこれをまとめることになっている。
労働協約（Gesamtarbeitsvertrag）は，一般に産業
部門ごとに締結され，賃金の最低水準を設定すること
になっている。実際の賃金水準は個別の労働組合と使
用者の間で決定される。しかし，金属及び時計産業で
はこのパターンの例外となっている。ここでは賃金は
企業ごとに会社と経営協議会（Betriebskommission）
との間で締結される企業協定（Betriebsvereibarung）
により決定される。この企業協定は労働組合がその当
事者となっていないので，労働協約としての資格を有
してはいない。労働協約はスイスの労働者の大多数に
適用があり，その有効期間中，労働者側に争議行為を
禁じる平和義務が課されている。
労働協約には次の三つの主要な類型が存在する。①
全国レベルで単一産業をすべてカバーする全国協約
（Landesvertrag），②州，地区または地域レベルで独
自にあるいは既存の全国協約を補充する形で締結され
る地方協約，③労働組合と個別の使用者，あるいは企
業内組合や従業員団体と単一の企業の間で締結される
企業協約（Firmen― und Hausvertrag）である。（31
EIRR280）
1．団体交渉
（1）団体交渉と交渉代理
団体交渉の水準は，産業ごとに異なっている。製造
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業では全国協約が支配的であるが，使用者団体に加盟
していない企業に適用される個別的な企業協約もあ
り，また加盟企業も企業独自の方針で全国協約に補充
を希望することもある。建築や自動車など技能系の職
種では，職種別の全国協約が主要な労働条件を規制し
ており，加えて，多くの地域地方レベルの協定によっ
て補充されている。サービス部門は，ホテル，仕出
し，金融，保険，理容などでは，分野ごとに職種別の
全国協約で規制される一方で，企業協約が存在してい
る場合は，地域地方協約に添った規制が行われてい
る。サービス部門の他の分野では，小売や民間の保健
福祉系の事業のように，労働協約が存在しないか重要
視されていないという領域もある。
このように全体としてスイスでは特色ある多彩な交
渉の構造をもっている。この地域ごと産業ごとの変動
は多様で非完結的な協約規制のシステムによるところ
が大きい。
労働組合の連合体は直接に団体交渉に関与すること
はない。団体交渉は個々の労働組合が担当することに
なっている。使用者側でも，使用者団体の連合体も同
様に交渉代理として行動することはない。労働協約は
個別の使用者団体または使用者が締結することになっ
ている。
使用者団体である ZSAOに加盟している使用者の
多くは企業レベルでの団体交渉を行っていない。機械
及び時計製造業では変則的であり，その他の全ての労
働条件は全国レベルで締結される労働協約で決定され
るが，賃金交渉に関してだけは個々の企業と経営協議
会との間で締結される賃金協定によって決定される。
したがって，経営協定は労働組合がその当事者となっ
ていないので，労働協約としての地位を持たない。
（2）団体交渉の分権化
他の西欧諸国と同様にスイスでも，近年，団体交渉
の分権化に向けた圧力が高まってきている。1991年
には，いくつかの企業が経営者団体から脱退した。こ
れらの中には，時計製造，印刷，出版及び繊維などの
産業の企業が含まれていた。これらの事例のいくつか
では，競争的な環境でのリストラが経営者団体からの
独立を助長している実態もある。一部の企業は，使用
者団体の抱える要望が多すぎて，交渉での歩み寄りが
できず，一方で，闘う準備もできていないと苦言を呈
している。大手企業の使用者は，使用者団体が会員の
多数を形成している中小零細事業者の利益を活動の
ベースにしていると批判している。（30EIRR240）
1996年春，長期の交渉といくつかの争議行為の後
にバーゼル地区の化学産業で新たな労働協約が締結さ
れた。工業建築労働組合（Gewerkschaft Bau und In-
dustrie : GBI）の一部門と，ロシュ，チバ，サンド
ス，シュバイツァーハレの各社の代表との間で，この
新協約が署名，締結された。3年間有効の新協約は，
賃金交渉の第 1段階では，労働組合の代表が交渉から
排除されることが規定され，企業の従業員代表と使用
者代表との間で交渉が行われる。第 2段階で，労働組
合と使用者代表の間での交渉が行われる。第 3段階で
は必要であれば全ての当事者が交渉に自由に参加する
ことができることとされた。（13EIRR266）
（3）団体交渉における労組の役割の縮小
1996年半ば，スイスの銀行業では新協約が施行さ
れ，賃金交渉における 3段階システムが導入された。
第 1段階では労組は交渉から排除される。スイス銀行
員組合とスイス商業労組の銀行関係の二つの労働組合
は，賃金交渉の第 1段階から排除されるが，この時点
で，企業内の従業員代表と使用者との間の年次交渉の
結果を受け入れることになる。交渉の第 2段階また
は，交渉が不調の場合に限って，労働組合は個々の銀
行との交渉ができる。交渉の不調が続く場合は，賃上
げについては仲裁手続に委ねられることになる。労働
組合では，企業内の交渉代表を力強く支えていく必要
性を訴えている。
一方で，銀行業におけるリストラは継続している。
1990年から 1995年までの間に銀行部門の雇用者数は
12万 7600人から 11万 9100人へと減少している。こ
れは広い意味での，地域産業のリストラの結果であ
り，多くは大手銀行の合併による影響が大きかった。
大手のクレディスイスと UBSの合併計画が不調に
なって以来，大手銀行はさらに剰員解雇の計画を進め
ている。スイス銀行大手のクレディスイスは 2年間で
500人の合理化を発表した。地方の支店の窓口業務を
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中心として人員カットが行われる。スイス銀行協会で
は今後，業界全体で 3万人の合理化が予定されてお
り，地方の中小の銀行ではコストの削減と競争力の強
化が課題であるとしている。（13EIRR271）
（4）団体交渉の現状
建設労組 GBIは 2000年の協約交渉では，新たな枠
組み協約の締結を視野に入れた活動を進めている。通
信産業でも，通信労組が郵便労働者のための初の公法
の下での労働協約交渉を開始した。（32EIRR317）
化学産業の医学検査関係の企業である Ilford社は
2002年に労働協約からの脱退を決定した。労働者側
はこれに抗議して示威行動を実施したが，会社側はこ
れを撤回することはなかった。今後は賃金や労働条件
に関する交渉は直接，企業内の従業員代表との間で行
われることになった。その初めての交渉が 2002年秋
に行われたが，結果は賃金の引上げに至らなかった。
（29EIRR352）
公務関係の 2004年の協約交渉では，労組 VPODが
ソロツールン州で職員に有利な形で協約を締結した。
この協約は 2005年 1月から施行される。同労組は公
法により規制されたこれまでの公務員の労働関係を，
労働協約に基づくものに置き換えることには熱心では
なかったが，他部門の協約締結の促進のために協力を
行ってきた。この協定は教員を含む同州の全ての公務
部門の労働者に適用される。（19EIRR376）
2005年の協約交渉では，4件の交渉締結に至らな
かった事例があった。そのうち 2件は前年度からの継
続事例である。ドイツ語圏の出版関係の企業と小売
チェーン大手ミグロ社でのことである。木材建築部門
でも交渉が失敗し，建築取引管理者の新協約の設定の
試みも失敗した。
一方で，ヌーシャテル州の運輸，薬局部門では新た
な協約の締結に成功した。
運輸関係では，スイス鉄道交通労組（Schweizeri-
sche Eisenbahn― und Verkehrspersonalverband ; SEV）
がレッチュベルク鉄道を始めとして協約を締結した。
この協約は 2006年 1月から 2年間有効とされており，
1850人の従業員がその対象となっている。また，ス
イス国鉄と鉄道労組の間の「枠組み協定」はレッチュ
ベルク鉄道他にも 2005年末現在，適用の準備が進ん
でいる。これが実現すると EUとの協定に伴う労働の
自由な移動によるダンピングの阻止に有効であると労
組は考えている。（32EIRR388）
2．労働協約の締結
伝統的に，いくつかの労働協約は，政府によって
「一般的拘束力宣言」を受けている。これにより，使
用者団体に加盟していない企業にも，産業単位または
地区単位でこの協約が拡張して適用される。（20EIRR
357）
連邦通商産業労働局（BIGA）の統計によれば 1991
年の時点で，スイス全体で 1138件の労働協約が施行
されており 140万人の労働者がその適用を受けてい
た。このうち 512件は部門別協約（Verbandsvertrage）
であり，多くは全国，州際，州または地域レベルで締
結されており，126万人の労働者に適用されている。
一方，626件の労働協約は企業協約（Firmenvertrage）
であり，およそ 15万人の労働者に適用されている。
スイスでは包括的な労働協約は多くの場合，複数年度
にわたって締結されており，年度ごとの賃金協定に
よって頻繁に補充されていることは銘記されるべきで
ある。団体交渉の全体構造を俯瞰すると，交渉単位
（Vertragsbereiche）の数の方が労働協約そのものの数
よりも意味を持つといえる。
民間部門では労働協約は約 53％の労働者に適用が
あり，製造業で 59％，サービス業で 51％という数字
になっている。産業ごとの交渉単位は平均 5000人の
労働者を対象としており，企業ごとの交渉単位の対象
となる労働者は平均 400人である。産業別の全国協約
（Landesweite Verbandsvertrage）は労働協約全体の件
数の 10％程度にとどまるが，約 89万人の労働者に適
用があり，その数は労働協約の対象となる労働者の実
に 3分の 2に相当する。
労働協約が公的部門に拡張されることはない。公的
部門の労使関係は公法による規制を受けている。
（1）一般的拘束力
実際に労働協約は，署名した企業の熟練，未熟練労
働者，ホワイトカラーの別なく全ての労働者に一般的
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に適用される。厳格な法的条件の下では，組合員でな
い労働者及び署名していない企業には適用されない
が，管轄権限の範囲内で国家権力が（連邦または州の
レベルで）署名していな全ての使用者と労働者に労働
協約の法的拘束力を拡張して適用することを可能にす
る制定法上の条項が存在する。これを一般的拘束力の
宣言（Allgemeinverbindlichkeitserklarung）と呼んで
いる。しかし実際にはこの過程は，全ての協約当事者
の同意が必要であり，稀にしか援用されない。その結
果，スイスでは 1994年当時も労働協約の拡張適用は
少数にとどまっている。
（2）労働協約の適用範囲とその拡張
連邦統計局の発表によると，1994年 5月の時点で
民間部門の労働者の約半数が，産業別の労働協約の適
用を受けていることが明らかになった。
スイスの民間部門の全労働者 260万人のうち 130万
人が，合わせて 1231件もの産業別労働協約の適用対
象となっていた。労働協約の数がこのように多数に
なっているのは，スイス労働関係における団体交渉の
分権的な性格を反映したものである。
それでも 5大労働協約だけで協約の適用対象となっ
ている労働者の半数をカバーしている。建設業の労働
協約は 10万 3000人の労働者を，金属では 16万人を，
宿泊及び仕出し業では 15万人を，チューリッヒ地区
の商業でも 15万人を，銀行業でも 7万 5000人を単独
で労働協約の適用対象としている。産業別協約の適用
対象に入っている労働者の約 4分の 1は，労働協約の
拡張適用を受けている。そのうちの多くは建設産業及
び宿泊仕出し関係の労働者である。広く産業単位で比
較すると，第 3次産業の 39％に対して製造業では約
54％の部門別協約の適用対象となっている。産業別
労働協約の適用対象となっている労働者のうちの 8分
の 1だけが企業内協約の対象となっている。しかし，
小売大手のミグロ社やスイスコープ社の企業内協約と
なると，数万人の労働者がその対象となり全国協約と
しての性格を帯びている。（14EIRR265）
連邦政府の発表によれば，1995年 6月末までに拡
張され全国協約の対象となる労働者は 25万 1450人，
使用者は 4万 3560人に及ぶ。さらに，州レベルで拡
張された労働協約の適用を受ける労働者は 3540人，
使用者は 530人となっている。
1995年 6月までの 12カ月間で合計で 11の全国協
約の拡張適用が行われ，また 8件の州レベルの協約の
拡張もなされた。対象人員が最も多い労働協約は建設
産業及びホテル，レストラン，喫茶店などの業種を対
象にしたものである。スイスでは労働協約の拡張適用
は，実際のところ稀れである。（13EIRR262）
1999年 12月，印刷産業のコメディア労組はドイツ
語圏及びティッチーノ地方で一年間にわたる無協約状
態の後，新協約の締結にこぎつけた。新協約は 2000
年 1月から施行されるが，コメディア労組はフリーラ
ンサーを労働協約の適用対象に含むとともに，新聞の
電子編集に従事する編集技術者も，労働協約の適用対
象となるとして，その範囲を拡張した。（29EIRR317）
（3） 労働協約の締結と弾力化
2003年の協約交渉では，GBI，Unia，VHTLの 3労
組は，初めてザンクトガレン州との間でガソリンスタ
ンドでの就労に関する協定を締結した。疾病保険や合
同委員会でのモニターに関する事項などもこれに含ま
れている。
鉄道労組 SEVは，山岳鉄道を運営するレーティ
シュ鉄道を含めて民営化した公共輸送機関との間で，
初めて企業協約を締結した。3年間の有効期間で，ス
タッフ委員会への代表の派遣という形で従業員参加が
保障されている。（24EIRR365）
2003年の時点でスイスには 1000もの労働協約が存
在しており，全国，地区，あるいは企業のレベルで交
渉が行われている。スイスのソーシャルパートナーは
より弾力的な協定の締結を指向している。
労働協約に何を含めるかについては，産業部門ごと
にそのアプローチが異なっている。建設産業などでは
賃金ダンピングを回避するために，労働協約の中核に
詳細な賃金に関する規程をおいている。他方，機械産
業や化学産業では一般に賃金に関する交渉は企業レベ
ルで行われ，数年前からは賃金を労働協約の規程事項
から外している。また，繊維産業では枠組み協定を指
向している。
サービス産業や小売部門の多くでは，労働協約が存
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在しない。企業も使用者団体に加盟していない。小売
大手のミグロ社やコープ社では企業内協約があるが，
使用者団体には入っていない。賃金が建設産業のよう
に産業別協約で規定されている場合には，賃金交渉は
毎年実施されるが，そうでない場合には産業別の年次
交渉は行われない。（20EIRR357）
 雇用保障と労働協約
スイス労働総同盟（SGB）は 1997年度の方針とし
て完全雇用の実現をあげている。また，政府に対して
は，もっとリベラルな経済政策を通じて経済成長を促
進するとともに，変化する経済の要求に応えられるよ
う労働者が訓練と再訓練の機会を得られるようにする
ことを求めている。また SGBは企業に対して，早期
退職の制度を設けて剰員解雇を減らすとともに，労働
時間の短縮による雇用の維持も求めている。SGBは
労働者にとって利害関係の深い健康保険の財政問題を
国民投票にかける方針を固め，中低所得層の労働者の
保険料負担を軽減するための具体的な提案を行うこと
にした。（14EIRR277）
1．雇用の安定
（1）建設産業における雇用協定
雇用と投資のための協定が，建設産業の労働組合と
使用者団体の間で締結された。同協定の目的は雇用と
職能の保障を実現することにある。同協定が施行さ
れ，関連の全ての施策が実施されると，全部で 5万人
分の雇用が維持されることになる。1996年の段階で
建設産業全体で 27万 2000人の労働者のうち 1万 6363
人が失業しているという，建設産業の危機的な状態か
ら抜け出すことが可能になる。
同協定が連邦レベルで要求している政策発動は以下
の通りである。①公的インフラに対する投資の改善に
よりビルの建替えを促進し，合計で 2万人分の雇用を
創出すること。②民間に対しては省エネ型住宅への建
替え促進のための施策を講じる。③地方政府の建設投
資を促進する。また，建設労働者の職能の向上のため
に，見習い訓練生の増加と中高年者に対する職業訓練
の充実が図られることになった。
建設労組（GBI）の委員長は，この協定を歓迎して
おり，建設産業の労働条件の維持改善を期待してい
る。この産業における雇用と賃金の減少は，雇用条件
に悪影響を与えるだけでなく，熟練労働者の退出と全
体的な技術力の減退を招くことになると懸念してい
る。（12EIRR274）
（2）スイスコム社と国鉄の雇用安定協定
1999年 3月にスイスコム社と通信労組との間の雇
用安定に関する労働協約が締結された。スイスコム社
は前年 1998年 10月に 2000年 12月末から 4000人規
模の剰員解雇を実施する計画を発表した。その後の労
使交渉の結果，剰員解雇を回避するための一連の対策
プログラムが合意された。その合意内容は，①早期退
職の促進，② 2000年 2月からの週 4日，36時間労働
のパイロットプロジェクトの導入，③雇用支援機関と
しての役割を果たす「要員センター」の設置，④ 50
歳以上の労働者に対する特別の配慮と保護，⑤特別な
ケースに備えての基金の設置などである。この協定の
実施にあたっては労使双方が参加する委員会で監視を
行うことになっている。（29EIRR317）
スイス鉄道輸送労組 SEVが 2000年 3月にスイス国
鉄 SBBとの間で締結した新協約では，経済及び経営
上の都合による解雇を行わないことが保障されてい
る。しかし，剰員解雇を行わないというこの原則は，
計画的な解雇の実施を妨げるものではない。この場
合，合理化の影響を受ける労働者は国鉄内外の訓練ポ
ストの提供を受けることになる。（28EIRR317）
（3）メンタルヘルスの社会的コスト
2000年秋，SECOは職場のストレスに伴うコスト
を 42億フランと計算した。この中には賃金や医療費
の負担，そして欠勤に伴う生産性の低下などによる損
失も含まれている。この計算の基礎となった調査は，
1998年と 99年の 2年間にわたって 900人を対象とし
て実施された。このうち 26．6％の人が「しばしば」
または「非常にしばしば」ストレスを感じていると答
えており，また 82．6％はストレス関連の兆候を被っ
ていると答えた。回答者の多くはストレスの管理の仕
方を心得ているが，12％はストレスに対応すること
80
ができないと回答している。この場合，医療的な支援
とともに職務面での免除や軽減を受けている。（12
EIRR321）
2．先任権制度
2002年にスイス航空を継承する形でクロスエアに
よって設立されたスイスインターナショナルエアライ
ンズは，2003年 6月に 3000人の人員整理と使用機材
の 3分の 1を売却するというリストラ策を打ち出し
た。これにより，会社は 16億フランの経費節減と 5
億フランのリストラのための資金の調達を考えてい
る。このリストラでは 700人のパイロットと 850人の
客室乗務員そして 1500人の地上職員が人員整理の対
象となっている。さらに政府によれば関連企業の
2500人が剰員解雇されるおそれがある。2003年 7月
末，影響を受ける従業員に対する支援センターがバー
ゼルとチューリッヒの空港に設置された。スイス政府
は金銭面での支援については計画をしていないが，国
内線に対する燃料課税を免除することにより，年間
600万フランの経費節減を可能にした。また，政府
は，個人や地域にとって厳しいものであっても，再建
に必要なリストラ計画に対しては，支持を表明してい
る。（12EIRR354）
（1）パイロットの労働協約におけるの先任権と平等
取り扱い
① 厳しい民間航空事業の経営
1957年の日本就航以来，邦人旅行者の間において
も，その高いホスピタリティーで好評を博していたス
イス航空は，国際的な航空自由化政策の中で 2001年
には経営不振に陥り，同年 9月の米国中枢同時テロに
よる乗客減がきっかけとなって，翌 10月には経営が
破綻した。スイス国民の間からはスイス航空を破綻さ
せてしまったことに対する批判が噴出したが，負債総
額が 1兆円を超え再建は不可能であった。そこでヨー
ロッパ域内の近距離路線を中心に運行していた子会社
のクロスエアを核にして新会社を発足させることに
なった。子会社とはいえクロスエアは地域航空輸送の
分野では世界最大規模の事業者であり，スイス航空の
一部路線をすでに継承していた。こうして 2002年 3
月にスイスの新しい翼としてスイスインターナショナ
ルエアラインズが誕生した。前身はクロスエアだが，
株式はネッスルなどの大手企業が約 70％を，州や自
治体が約 30％を保有する全く新しい会社組織となっ
た。しかし，この新生スイスインターナショナルエア
ラインズも発足の初年度から約 866億円もの損失を出
し，経営難が続いていたところに，2003年に入って
新型肺炎 SARSなどの流行による乗客減や，格安航空
会社の影響によりさらに経営状態が悪化した。このた
め同社はリストラを繰り返し，保有する航空機の売却
や従業員の解雇をすすめた。
② 労働協約の併存に関する紛争
スイスインターナショナルエアラインズ株式会社
（被告）は，操縦室乗務員の問題で原告であるスイス
パイロット労組（旧 CCP）および訴外アエロパース
労組（旧スイス航空操縦士組合）の二つの労働組合と
対立している。スイスパイロット労組は，2000年 11
月 1日に当時のクロスエア株式会社（現在のスイスイ
ンターナショナルエアラインズの前身）との間で労働
協約（以下 CCP協約という）を締結した。この労働
協約は 2005年 10月 31日まで変更することができな
いことになった（第 45条）。2001年秋の被告の事業
統合の際に，国際線航空事業者であるスイス航空は
2002年 3月 31日まで事業を継続し，クロスエアに統
合され，スイス航空の保有する航空機も継承されるこ
とになった。2002年 3月，この新しい国際線航空事
業者であるスイスインターナショナルエアラインズは
アエロパース労組との間で基本協約（以下 B協約と
いう）を締結した。この労働協約は 2002年 3月 31日
に発効し，2005年 12月 31日まで有効とされた（第 43
条）。この協約は，スイスパイロット労組も含めた二
つの労働組合に対する共通協約として構想された。し
かし，スイスパイロット労組が締結を拒んだ。同協約
43条 1項の規定によれば，すべての労働組合の承認
が得られない場合でも，どちらか一方との間で協定が
成立していれば労働協約は効力を持つことになる。こ
のため同時に CCP協約と B協約という二つの有効な
労働協約が存在することになった。
スイスパイロット労組（原告）はスイスインターナ
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ショナルエアラインズ（被告）がアエロパース労組と
の間で B協約を締結したことにより CCP協約に違反
したことの確認をもとめた。バーゼル仲裁々判所は
2002年 7月 15日，被告に部分的に協約違反があった
ことを認めた。しかし，原告も被告も，休暇に関する
事項を除いて，仲裁々判所の判決の履行合意には至ら
ず，判決が認めた不利益の除去ができなかった。
被告は 2002年 10月 2日，オペレーションセンター
を設置し，旧クロスエア所属の短距離および中距離機
（サーブ，MD80など）のパイロットを第 1オペレー
ションセンターに配置し，旧スイス航空の中距離およ
び長距離機（エアバス，MD11など）のパイロットを
第 2オペレーションセンターに配置した。2003年 2
月 24日には被告は 800人の人員の削減を発表した。
この人員削減は旧クロスエアのパイロットが対象とさ
れ，第 1オペレーションセンター所属のパイロット
185人が解雇されることになった。
（2）仲裁々判所の判断
バーゼル仲裁々判所は 2003年 6月 17日の判決（Ur-
teil, 2003）で，この解雇を適法であると判断したが，
被告が，その雇用するパイロットの員数的な関係を越
えて，原告であるスイスパイロット労組のより多くの
パイロットを解雇することは許されないとした。この
員数関係の規制は 2005年 10月 31日まで，将来的に
見込まれる剰員解雇などにも適用されるとしている。
2カ所のオペレーションセンターを設置することは，
昇進，訓練，職務類型の選択などの際に第 1センター
から第 2センターへの移行またはその逆が禁じられて
いる限り，適法であるとしている。
労働条件に関する統一性と平等取り扱いという労働
協約の基本原則から，被告スイスインターナショナル
エアラインズは，雇用しているパイロットの員数に比
例した以上の，スイスパイロット労組の組合員を解雇
することはできない。さらに，同一の能力および資格
に基づきながら，異なった職務上の期待をもたらす形
でパイロットを二つに区分することも違法と評価され
た。平等取り扱いが多額の教育訓練コストを要すると
いうことは考慮の外とされる。なぜなら，このコスト
は労働協約が予定する先任権の原則に基づいた制度の
前提に付随したものであり，予見可能だからである。
① 先任権と乗務機材
先任権に関する規定はパイロットの労働関係に特徴
的なものである。他の多くの航空会社でも同様に適用
されている原則であり，労働協約の付帯事項となって
いる。この場合，先任権リストが作成され，個々のパ
イロットの先任権の通し番号，就職年月日や現在の職
種，運行機種などの情報が記載されている。この先任
権に関する規定は，余剰人員対策の措置にも適用さ
れ，解雇は先任権の番号の逆順で行われる。さらに先
任権に関する規定は教育訓練，機長などの管理職への
昇進，休暇の割当，その他の業務の運用などにも適用
がある。労働協約は勤続年数にもとづく優遇を原則と
している。
CCP協約の適用にあたって，旧スイス航空のパイ
ロットは，先任権リストにおいて，旧クロスエアのパ
イロットの後に組み入れられなければならなかった。
それは，2002年 4月 1日なってはじめて，クロスエ
アにスイス航空が継承されたからである。それとは逆
に，B協約が適用される場合には，2001年 11月現在
のクロスエアおよびスイス航空のパイロットとしての
勤続年数が標準となる。旧スイス航空でのパイロット
としての就職年月日はクロスエアの先任権リストに移
行され，そこでの先任権番号も決定される。旧クロス
エアと旧スイス航空のパイロットの年齢構成の相違か
ら，旧クロスエアのパイロットの多くは，旧スイス航
空のパイロットの後に位置づけられることになった。
パイロットは年齢の階層だけでなく，乗務する機体
の大きさによる階層も設けられている。機体のタイプ
は職務能力によって決定され，短距離，中距離，長距
離といった乗務する路線の距離に関連している。機体
の相違に対応して個々の乗務員の職務資格が識別され
る。機種と勤続年数とはそれ自体何ら内的関係はない
が，機体の大きさと勤続年数には一定の並行関係が存
在し，それが賃金の構造を説明している。長距離路線
のパイロットは高額の賃金が支給されている。
このシステムでは余剰人員にもとづく解雇の際に，
常に機種が関係するという点で不合理が存在する。勤
続年数に基づく先任権の制度と馴染まない可能性が生
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じる。経営の都合から，年齢の若いパイロットが高収
益路線に乗務していた場合には，より勤続年数の長い
パイロットでも解雇されてしまうことも起こりうる。
不採算路線や機種の問題が先任権に関する規定によっ
て排除されないとすると，具体的な経営の事情による
止むを得ない解雇は，不採算路線や小型機を運行する
先任権番号の高いパイロットにも大きな影響をもたら
す。さまざまの機種が運行されているという実態があ
る限り，これは操縦室乗務員の組合に内在する問題で
もある。それは先任権規定の独自性に由来する根本的
な矛盾と困難であるが，一方で予見可能なものでもあ
る。
② 平等取扱い
先任権の規定は大量解雇の際に企業の経営に役立つ
パイロットだけを維持するためには，適切なものでは
ない。順番が型通りに勤続年数によって固定されてお
り，乗務する機種に関する考慮はなされていない。経
営上の便宜は最初から問題とされていない。経営を取
り巻く諸事情は先任権の規程を無効とするための根拠
とはなり得ない。バーゼル仲裁々判所の 2002年 7月
15日の判決は，2001年秋の旧スイス航空の経営破綻
によって，そのパイロットと航空機の継承とともに，
全く新しい状況が出現したことを明らかにしている。
判決は，平等取扱の原則が労働関係の中で重要な役割
を果たしていることを指摘している。
3．早期退職
（1）スイスの所得保障制度と早期退職
スイスの公的年金制度である AHV/IV（Alters―，
Hiterlassennen―und Invalidenversicherung）は高齢だ
けではなく，遺族や障害についてもカバーしている。
スイス最大の社会保障制度であり，1947年の国民投
票で導入され，その後，数次の改革がなされている。
AHV（老齢年金保険）は退職後の基本的なニード
を満たすように制度設計がなされており，スイス年金
保障の 3本柱の概念のうちの第 1の柱になっている。
この制度に関する拠出金は 2002年 1月の時点では次
のようになっている。使用者と労働者は各々，給与の
4．2％を拠出する。自営業者は収入の 7．8％を拠出す
るが，年収が 4万 8300フラン以下の場合は 4．2％と
される。非雇用者は年額 324フランから 8400フラン
の間で拠出をする。連邦政府は年間給付の 16．36％を
拠出する。州政府も年間給付の 3．64％を拠出する。
付加価値税の年間税収もその 13．33％が老齢年金保険
に充当されている。
スイス年金保障の第 2の柱は，職域年金である。こ
の給付により，老齢年金と合わせて現役時の生活の水
準を維持することが可能になる。職域年金の制度に対
する拠出は次の通りである。この制度の拠出額はそれ
ぞれの規約によって決められている。労使はこれを折
半で拠出する。安全衛生基金は年金基金から連邦法に
基づいて資金供与をうけている。
第 3柱は個人年金である。この年金保険料は次の限度
で，課税所得から控除される。被用者の場合は年間で
5933フランまで，自営業者の場合は年間収入の 20
％，ただし上限は2万9644フランまでとなっている。
IV（障害保険）は，次のように拠出が行われる。被
用者と使用者が収入の 0．7％，自営業者は 1．4％を，
非雇用者は 54フランから 1400フランの間で拠出す
る。また，政府はこの保険給付の 50％を負担する。
そのうち連邦政府は 4分の 3を，州政府は 4分の 1を
それぞれ分担する。
他のヨーロッパ諸国と同じくスイスも人口の高齢化
が進んでおり，既存の年金制度に大きな影響を与えて
いる。2000年における 65歳以上の高齢者の労働人口
に対する比率は 1対 4であったが，これが 2025年に
は 1対 2．6に達し，さらに 2040年には 1対 2にもな
ると予想されている。
この問題に取り組むために政府は退職年齢の引下
げ，実質賃金の変動に合わせて年金水準を自動的に調
整する制度（Mischindex）の導入などを検討してい
る。2003年 5月に連邦大統領 Pascal Couchepinは連
邦政府職員の退職年齢を 2015年までに 65歳から 66
歳へ，さらに 2025年までには 67歳へと引き上げる方
針であることを明らかにした。この措置によって年金
基金の財政負担を 3分の 1軽減できるとしている。一
方で，スイス人の労働時間は過去 10年間で最も長く
なっているが，早期に退職する傾向が顕著になって来
ている。1990年代の初め頃は早期退職する者は 25％
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程度であったが，2003年の時点では 35％を超えてい
る。退職の理由は企業のリストラや廃業，また健康問
題によるものが多い。早期退職者は，多くの場合，職
域年金の第 2の柱によりその生活を維持している。
労働組合は，退職年齢の引下げに反対し，年金調整
の制度の導入にも反対の立場を表明している。そして
第 1の柱を拡充し，老齢年金がより社会的に公正なも
のとなるように要求している。この労働組合のキャン
ペーンは AHVの擁護（Hände Weg von der AHV ―
Hände Weg von den Renten）の運動として展開され
た。2003年の 9月中旬から労働組合は全国と地方の
両方で統一行動日を設定して運動を強化している。
一方で，使用者側は国民が望む限り働き続けられる
ようにすべきであり，退職年齢の引下げをタブーにし
てはならないと主張している。（23EIRR357）
（2）早期退職の制度化の進展
時計産業では 2002年春，勤続 10年以上の従業員に
対して所定の退職年齢よりも 1年早く退職することを
可能にする協定が締結された。この制度は早ければ
2004年から導入され，使用者には 1万 8000フランの
経過的な年金の支払いが義務づけられる。（17EIRR
341）
建設産業では，2003年 7月から生計費の増加分に
のみ対応した早期退職年金の増額が労使間で合意され
た。このための負担は使用者側が賃金の 4．66％を，
労働者側が 1％を負担することになった。この部分で
労働組合 GBIはこの交渉を成功と見ている。伝統的
に建設産業の交渉結果は拡張適用されるため，協約交
渉の当事者でなくともこの産業の全ての労働者がこの
協約の適用対象となる。（27EIRR352）
2003年も既存協約更新のための交渉が行われた。
銀行業では，労働組合（Schweizerischer Bankperson-
alverband : SBPV）が銀行員の労働条件を規定する企
業協約の更新を行った。最も重要な変更は職務の範囲
を 4区分から 3区分に整理統合したことである。建設
産業では，労組 GBIが労働協約を更新し，2004年以
降，早期退職を 62歳から認めることになった。（26
EIRR365）
2004年の協約交渉では，建設部門の塗装，左官，
大工，建具などの職種で早期退職の問題が大きな議論
となり，協約の締結に至らなかった。一方で，足場関
係の職種では早期退職の問題に関する議論が進んだ。
また，石材加工の職種では議論が継続している。労組
UNIAは，新たな早期退職の措置と義務的な社会計画
を導入することを要求しており，2005年 3月からこ
のための議論を開始することになった。床材や石材関
係の職種の見習工に対する賃金の引上げがボォー州で
実施されることになった。室内装飾の見習工に対する
労働協約に関する検討もおこなわれた。（19EIRR376）
労組 UNIAは，セメント業界の労働協約を 2005年
末まで延長するための交渉をおこなった。また 2004
年 3月から施行の新協約に関する交渉では，労働組合
の基本要求は早期退職プログラムとリストラの際の義
務的な社会計画の実施の 2点であった。発動機部門の
労働協約は 2006年 6月末まで延長された。（20EIRR
376）
4．教育訓練
（1）労働力の特質
スイスの労働力の主な特質としては次の点をあげる
ことができる。人口及び労働力が高齢化しているこ
と。長時間労働であること。パート労働者の割合が多
いこと（約 30％）。外国人労働者が多いこと（約 25
％）。高学歴ではないが相当の専門的知識と技術を
もった熟練労働者の存在，などである。2003年の時
点では，労働力の不足は顕在化していないが，年ごと
に状況は変化しており，観光業や農業などの部門のよ
うに常に単純労働を必要としている産業もある。（20
EIRR357）
（2）訓練箇所の不足
1998年 3月に連邦職業訓練局（BBT）が発表した
統計によると，若年者向けの職業訓練場所が 7000箇
所不足していることが明らかになった。訓練箇所が不
足する原因の一つは使用者側の態度にある。連邦職業
訓練局によれば，若年者向けの職業訓練投資を継続し
ている企業は全体の 30％に止まっている。さらに，
連邦統計局の調査によると 1985年から 95年までの 10
年間で職業訓練機会の提供を希望している使用者は，
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23．9％から 15．7％にまで減少している。スイス労働
総同盟（SGB）はこれを危機的な状態であるとして，
訓練箇所の提供を促進するために資金面からのインセ
ンティブを提供する動きを支援する活動を始めた。
（13EIRR292）
1998年 11月，国民投票において連邦雇用法の改正
が認められ，若年者の職業訓練の関係では，訓練に必
要のない交代制労働及び休日労働は 16歳以下の場
合，禁止されることになった。（12EIRR300）
2000年 1月から 1万 8000人の従業員を対象に施行
されるスイスコム社の新協約は，全従業員の 90％を
適用対象としているが，見習工，3カ月未満の臨時労
働者，管理者，一部のパート労働者は対象外となって
いる。有効期間は 2003年 12月までの 3カ月となって
いる。（29EIRR317）
時計産業では 2002年春，勤続 3年以上の従業員を
対象に新たに 3日の訓練休暇を与えるための労働協約
交渉が行われた。訓練コースは職務に関連したものと
し，有給とされる。（16EIRR341）
食品部門の 2004年の交渉では，従業員代表機関の
議長に対してビール醸造業のフェルトシュロッセン社
では教育訓練休暇として 20％の職務軽減を認めるこ
とになった。また同社では労組 UNIAが土曜就労の交
替手当の浸食を回避することに全力をあげている。
（19EIRR376）
 従業員代表制の位置づけ
スイスの従業員参加制度は，立法よりも労働協約に
その根拠をおいている。その結果，参加の形態や程度
も，工場から本社レベルまで，また個別部門から全社
単位まで，多様である。従業員加制度の発展の不均等
による一定の差異は存在するが，制度の改革が最優先
の課題になっているわけではない。
制定法上の労働憲章に基づいて従業員参加制度が整
備されている。隣国のドイツやオーストリアとは対照
的にスイスでは，これに相当する法的な根拠は少なく
とも民間部門には存在しない。そのかわり，スイスで
は多くの場合，企業内協定（Betriebsvereinbarung）
で従業員参加制度が定められている。
労働協約に基づく従業員参加制度は，スイス労働者
のおよそ 3分の 2を包摂していると推定されている。
実際の形態は様々であるが，この従業員参加の制度は
全ての産業部門に拡張されている。ここでは主に協議
に関する権限が定められており，化学産業のほとんど
の部門で訓練の延長に関する共同決定権を定めてい
る。新たな投資や既設部門の閉鎖などの経営政策に関
して従業員参加の権利は一般に「説明の聴取」に限ら
れている。（23EIRR217）
1．概 説
（1）経営協議会
従業員参加の権利は，制定法上の根拠を持たない経
営協議会（Betriebskommission）で行使される。多く
の場合，経営協議会は労働時間外に開催される。大企
業の一部では就労時間中に経営協議会を開催するとこ
ろもある。しかし，ほとんど全ての労働協約が，経営
協議会の委員に対する，賃金や昇進等の面での，差別
的な取扱いを禁じている。また，労働協約は委員に対
して年間で 2日ないし 5日の休暇を与えている。
経営協議会の地位は産業部門によって異なる。経営
協議会は参加型の構造をとり，労働組合からは独立し
ている。だが，印刷産業では経営協議会は組合の機関
であり，その職務の中に労働協約の適用を含んでい
る。また，金属産業では，経営協議会は交渉機能を引
き受けている。（23EIRR217）
（2）事業所レベル
この集団的に合意された従業員参加の実態は相当に
変化に富んでいる。主要な内容は「協議の権利」であ
り，「共同決定の権利」も化学産業のほとんどの部門
で，教育訓練に関して設定されている。新規投資や事
業の閉鎖のような経営政策に関する「参加の権利」は
一般に情報提供のみに限定される。「参加の権利」は
経営協議会（Betriebskomission）によって行使され
る。
1998年半ば，機械産業の新たな労働協約が締結さ
れた。この協約は 5年間有効で 2003年 6月まで適用
される。この協約交渉は，スイス労使関係の大黒柱で
あり，他の部門における協約交渉の水準点の役割を果
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たしている。この協約には，解雇の際の従業員代表の
保護の促進がうたわれている。また，従業員代表が昇
進となった場合でも，引き続いて，その役割を継続す
ることができることになった。これまでは，昇進が
あった場合，従業員代表としての役割を放棄しなけれ
ばならなかった。（12EIRR295）
（3）役員会レベル
役員会レベルでの参加に関する規程は，2～3の事
例に限られる。多国籍企業ネスレ社の製造子会社であ
るNestlé Produits社及び，小売大手のミグロ社とコー
プ社がこの事例の中に含まれる。また役員会（Ver-
waltungsrate）における従業員代表は少数代表に止
まっている。例えば，Nestlé Produits社では，8人で
構成される役員会の中で従業員代表は二人であり，
コープ社でもこの比率は 27対 2となっている。
公企業でも役員会レベルでの参加を規定する事例が
いくつか存在する。郵便電信電話公社（PTT）やスイ
ス放送協会（Scweizerisce Rundfunk― und Fernsehge-
sellschaft）もこの中に含まれる。一方，役員会レベ
ルでの均等代表を実現している唯一の組織体が国営保
険会社（SUVA : Schweizerische Unfallversicherungsan-
stalt）である。（30EIRR240）
約 130社の企業が従業員に資本参加の途を開いてい
おり，自社株の優先取得を可能にしている。1989年
には，スイスの全労働者の 4％にあたる 11万人がこ
の制度の適用により，平均 9000フランの株式を取得
していた。（23EIRR217）
（4）公務部門の従業員参加
公共部門では，連邦レベルの従業員参加は，公務員
法（Beamtengesetz）に定められた可能条項（Kann―
Vorschriften）を根拠に一定の事項に限って実施され
ている。この立法の下で，従業員参加の権限は以下に
より行使される。①関係業務について協議を行う権限
を持つ，一定の従業員のグループまたは部門ごとに選
ばれた従業員委員会（Personalausschüsse）。②労働
組合員を含む 25～29人のメンバーで構成され，基本
給や人事問題を査定する人事衡平委員会（Paritä-
tische Komimission für Personalangelegenheiten）。③
50～500フランまでの罰金及び減給，降格処分を含む
懲戒事例における異議申し立てを扱う衡平懲罰委員会
（Paritätische Disziplinärkomimission）。
しかし，実際には人事衡平委員会はこの 10年開催
されておらず，また衡平懲罰委員会もその重要性は限
られている。
地方公共部門における従業員参加は，連邦レベルと
は異なる規程に従うことになる。チューリッヒ州では
公務員条例（Beamtenverordnung）に基づいて，労働
組合は人事規程（Personalerlasse）の改訂の際に事前
協議の権利を持っている。従業員委員会は，大学病院
やレーゲンスドルフ刑務所などの個別の事業所に設置
されているだけで，州の行政庁には置かれていない。
チューリッヒ市での従業員参加は，市条例（Gemein-
deordnung）を根拠として，従業員委員会がその権限
を行使する。（23EIRR217）
（5）公共企業体の従業員参加
公共企業体の部門で最も顕著な従業員参加の事例
は，スイス国有鉄道（SBB : Schweizerische Bundes-
bahn）や郵便電信電話公社（PTT : Post―Telefon―Tele-
graph）であった。どちらも，連邦の公共部門のそれ
に相当する権限を持った従業員委員会と衡平懲罰委員
会が存在する。また，双方とも，衡平労働法委員会
（Paritätische Arbeitsgesetzkommission）を置き，労働
時間や安全衛生に関する規程の拡張など労働法関連の
諸問題の審議と提言を行っている。
制定法上の従業員参加の唯一の例は PTT組織法
（PTT―Organisationsgesetz）である。同法は役員会レ
ベルに「充分な」従業員代表を送り込んでいる。この
他には公共企業体で役員会レベルでの従業員参加を制
度化している例はほとんどない。スイス航空管制では
従業員代表 1名を役員会レベルに参加させている。ま
た，スイス放送協会では 2名の従業員代表が顧問とし
て役員会に参加している。役員会レベルに衡平代表を
参加させている唯一の公共企業体が，スイス災害保険
機構（Schweizerische Unfallversicherungsanstalt）で
ある。（23EIRR217）
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（6）共同決定プログラム
1992年の段階では，労働組合が従業員参加制度の
改革のための国民発議を行ってから 20年の時間が経
過した。
1971年の「共同決定プログラム」の中で，スイス
労働総同盟 SGBはスイスの従業員参加の不均等な発
展の問題を指摘した。従業員参加が労働協約の中で制
度化されている事業所から，なお権威主義的な経営手
法を維持している使用者まで，その落差は大きかっ
た。従業員参加の制度がすでに存在しているところで
も，工場レベルから役員会レベルまで実際の参加の状
況は多様であることを，このプログラムは明らかにし
ている。このような背景をふまえて，SGBは一方的
な解決を拒むとともに，最低限の条件を定める「枠組
み」立法の制定を提案した。この中には情報の提供，
協議及び共同決定の権限を持った経営協議会の設置も
含まれている。また，このプログラムは役員会での衡
平代表の参加に関する会社法（Aktienrecht）の改正
を求めている。
1976年に SGBは大きな試練に遭遇した。従業員参
加の発議は国民投票で否決された。議会が提出した対
案も同様に拒否された。この間に，この問題に関する
関心は薄れてしまった。
「スイスの従業員参加は今日，議論の俎上に登って
いない。」（Armin Jans）という見解は，この間にスイ
スでは一般に良好な経済環境が継続してきたことを根
拠にしている。さらに雇用面での積極的な資本投入が
続いたことで，労働市場はタイトになり，労働力の確
保の面から，熟練労働者には高額の賃金だけでなく魅
力的な労働条件が提供されたことも一因となってい
る。新しい技術と労働市場における隘路は，熟練労働
者の個別的な共同決定を促進する傾向があるが，未熟
練の労働者を共同決定から排除する方向で機能する面
もあった。（24EIRR217）
2．従業員参加に関する労働協約
ここでは 1988年 7月に締結され 5年間の有効期間
を持った「製造業における工場レベルでの従業員参加
に関する労働協約」について見ておく。（24EIRR217）
第 25 条 参加の目的
 工場における従業員参加の目的は以下の通りであ
る。
―従業員の人格の発展と職場における満足度の向
上。
―工場レベルでの従業員の責任と参加の権利を高め
る。
―良好な作業環境の形成。
―作業への関心と企業の生産性の工場。
 協約当事者は企業内での従業員参加を促す準備を
整えなければならない。
―個々人の作業の領域で
―従業員代表を通じて
―特別委員会を通じて
第 27 条 従業員代表
27．1 条 従業員代表の設置
 職場または工場に従業員代表がいない場合，投票
権を持つ従業員の 5分の 1の同意をもって従業員
代表の設置に関する無記名投票の実施を求めるこ
とができる。この結果，従業員の多数が従業員代
表を求めているのであれば，経営者及び従業員の
双方は選挙を実施しなければならない。
 すでに従業員代表が存在する場合も，次の条件が
満たされれば追加して従業員代表を選出すること
ができる。
―新たな代表の範囲は，当該の工場または事業場で
投票権を持つ従業員の 3分の 1以上でなければな
らない（使用者側の同意があればそれを下回るこ
ともできる）。
―この提案は，新たな代表の範囲において投票権を
持つ 5分の 1以上の従業員により行われ，投票の
多数によって受理される。
 新たな従業員代表が選出された後は，使用者との
関係に関する一連の規程を定めなければならな
い。
27．3 条 従業員代表の選出
 労働協約の適用がある代表の範囲の全ての従業員
は，選挙権及び被選挙権が与えられる。
 立候補の資格は年齢，勤務年数，雇用条件などに
よって制限されることもある。
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 選挙区分の設置が必要な場合，工場の部門ごとに
代表をたてることができる。
 選出がなかった場合は当該の代表範囲の投票権を
持つ従業員の 10％以上の得票を得た組織があれ
ば，その中で最多の投票を得た組織の候補が，そ
こでの代表権を得ることになる。
 単一の組織からのみ候補が選出された場合，会社
は当該の代表範囲を適切に代表し，高い得票を得
ている他の組織のメンバーを招致することができ
る。
 その他の投票手続に関する規程は企業内協約で定
めることができる。
27．4 条 従業員代表の地位
 従業員代表は，その地位に対応した信義と誠実の
義務を負う。
 従業員代表は職務に伴う守秘義務を負う。
 交渉内容の広報に関して従業員代表と使用者は協
議する。
27．5 条 従業員代表の解雇からの保護
 従業員代表と企業年金基金の評議員は，従業員を
代表して職務を遂行したことを理由として解雇さ
れたり不利益を被ることはない。
 この種の従業員代表を企業が解雇しようとすると
きは，経営者は理由書を交付しなければならな
い。重大な事由による解雇は予告なしに実施でき
る。
 解雇理由に関する経営者と従業員代表との協議を
勤務時間内に実施することを求めることができ
る。この協議は 3日以内に実施するものとされ
る。
 この協議は 1ヶ月を超えることはできない。当事
者が紛争の通知をした場合，1ヶ月より早く解雇
の通知をしてはならない。
 解雇通知に関して疑義がある場合，通常の手続で
処理するものとする。
27．7 条 訓練休暇
 企業は従業員代表に有給の訓練休暇を年度ごとに
付与する。訓練休暇の日程の割当等は代表ごとに
決定する。
 有給の訓練休暇に対しても従業員代表は企業福祉
の同水準の措置が与えられる。
 有給の訓練休暇を使って参加するコースが決まっ
た場合，速やかに使用者にその詳細を通知する。
27．8 条 一般的な範囲
 従業員代表は従業員の提起する事項について調査
し，通常の経路で処理できない場合，必要があれ
ば使用者に対して行動を起こさなければならな
い。
 従業員代表は使用者から提起される事項について
検討し，見解を示さなければならない。
 従業員代表は労働者と使用者の双方から事情を聴
取する。
 経営者と従業員代表は良好な労働環境を作ること
に努めなければならない。
27．11 条 参加の権利
 情報の権利 企業は従業員代表に企業に関する事
項について知らせるとともにコメントをする機会
を与えるものとする。
 協議の権利 企業の特別な事項について企業は決
定を行う前に従業員代表と協議を行う。企業の決
定は従業員代表に通知し不一致があるときは調整
するものとする。
 共同決定の権利 特別な企業の事項についての決
定は，従業員代表と使用者との合意に達したとき
にのみなされる。
 自主管理の権利 一定領域の権限については従業
員代表に委譲される。このために労使間の連絡を
はかるガイドラインが用意される。
27．12 条 参加の範囲
 参加の権利が適用される領域は使用者と従業員代
表との間で合同で決定される。とくに次の領域が
カバーされる。
―労働時間の割り振り ―休憩 ―欠損時間の補填
―短時間労働 ―残業の計画 ―休暇の計画 ―休
暇の規程 ―労働の免除される日の決定 ―交替制
及び夜業 ―作業場所評価の制度 ―人事評価の制
度 ―出来高給制度 ―男女平等賃金 ―提案制度
―大規模剰員解雇の際の緩和措置 ―作業環境 ―
健康保護 ―換気暖房 ―騒音対策 ―労災と職業
病の防止 ―安全施設 ―衛生規程，控室 ―従業
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員食堂 ―企業内保険 ―福利厚生 ―情報の保護
―教育訓練 ―収益の分配 ―企業広報
 参加の詳細は相互協定に基づいて検討する。
3．従業員参加の法制度
スイスを囲む周辺 4カ国（ドイツ，フランス，イタ
リア，オーストリア）と異なり，スイスは従業員参加
に関する制定法を長い間，持たないできた。これはス
イスの大きな特徴である。しかし 1994年初頭，この
ような特異な状況は最終的に解消された。新たな従業
員参加に関する立法が制定され，従業員代表の選出と
情報提供及び協議に関する権利が定められた。（22
EIRR249）連邦政府は，スイス法を ECの立法と調和
させる全体計画（aquis communautaire）の一部とし
て，従業員参加に関する法律を先ず成立させようとし
た。国内法のヨーロッパ法への統合は，基本的にヨー
ロッパ経済圏（EAA）協定の下で要請されている。
（1）問題の背景・参加法の前史
1992年 12月の国民投票ではヨーロッパ経済圏協定
の批准が拒否されたが，それでも連邦政府はスイス国
内市場に関する規制をヨーロッパ標準に調和させよう
とする計画を進めた。EUとの相互交渉とスイス法の
適切な改変を通じて，この方針の推進を図っている。
従業員参加の領域では，連邦議会は安全，衛生，集
団的解雇，及び企業譲渡に関する EC指令に含まれて
いる従業員参加に関する規程を国内法に取り込む作業
を続けてきた。この作業は例えば雇用契約における両
当事者の権利と義務を定める債務法（OR）などの関
係諸法を改正する形で進められた。また，この作業は
特別立法の導入という形でも進められた。例えば，
1993年 12月の企業における労働者の協議と情報提供
に関する法律（Bundesgesetz über die Information
und Mitsprache der Arbeitsnehmerinnen und Arbeit-
nehmer in den Betrieben）などがある。
従業員参加の法制度に関する提案は，20年以上に
わたって議論されてきた。その頂点は 1976年にスイ
ス労働総同盟 SGBの提案が国民投票にかけられた時
であるが，結果としてこれも拒否されてしまった。議
会による相当緩和された提案も同じく拒まれてしま
い，それ以降，この問題に対する関心は 1980年代末
まで逼塞することになった。現実的にもこの問題が論
争のテーマとして現れてくることはなかった。
1990年代に入って，ヨーロッパ経済圏協定に関す
る交渉の結果，この問題が再び採り上げられることに
なった。使用者側は議論の冒頭から従業員参加に関す
る ECの規程の導入に対して強く反対し，政府もこれ
に一定の譲歩を示して，法的拘束力を最低水準に設定
した法案を用意した。この法案は議会においても，さ
らに薄められた。一方，労働組合では EC指令に添っ
て完全な共同決定の権利を行使できるものとして，こ
の従業員参加の提案を理解していた。また，全ての当
事者はスイスがヨーロッパに統合されることに賛成し
ており，政府も労働組合も，議会による修正に関連し
て，国民投票の手続に移行することは望んでいなかっ
た。この法律に関する国民投票の期限が 1994年 3月
に経過したことで，新法は 1994年 5月から施行され
ることになった。
（2）従業員代表
この従業員参加に関する法律は民間部門にのみ適用
される。公的な行政部門にはすでに従業員参加に関す
る法制度が施行されており，連邦，州，地方自治体ご
とに異なった形態で運用されている。
この法律は労働者側に一人以上の従業員代表（Ar-
beitnehmervertretungen）を選出する権利及びその被
選挙権を与えている（3条）。しかし，この従業員代
表は従業員数 50人以上の事業所に限って選出できる
ことになっている。なお政府案では最低従業員数を
20人としていた。しかし，このことは 50人以下の事
業所に同法の適用がないことを意味するものではな
い。この法律は第 4条で従業員代表が存在しない事業
所では従業員は直接に情報提供や参加の権利を行使す
ることができるとしている。
従業員 50人以上という基準によれば，スイスの第
2次産業及び第 3次産業に属する民間部門の労働者の
42％が従業員代表による代表権を欠くことになる
（BIGA）。だが，ナショナルセンターである SGBによ
れば BIGAの推計にはパート労働者が含まれておら
ず，実際の数値は 50％を超えるとしている。
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従業員代表の構成手続も定められており，従業員の
5分の 1以上の要請により，事業所の従業員の多数が
代表の構成を望んでいるか否かを決定する秘密投票を
行うことができる。500人以上の従業員を擁する事業
所では少なくとも 100人以上の従業員の要求があった
場合に，この投票が行われることになっている（第 5
条）。従業員代表の数は労働者側と使用者とで合同で
決定されるが，最低 3名以上で事業所の構成を考慮す
るとする他には何らの規制もなされていない（第 7
条）。
（3）権利と義務
従業員代表は使用者との関係で労働者の一般的な利
益を保護するよう付託されており，日常的にその活動
について，労働者に情報提供するよう義務づけられて
いる（第 8条）。
① 情報の権利
従業員代表はその本来的な責務を遂行するために必
要な全ての事項について，適切な時期に明確に情報提
供を受ける権利がある（第 9条）。さらに使用者は少
なくとも年に 1回は従業員代表に対して，事業所の経
営状況が雇用や従業員に与える影響について情報提供
するよう求められている。
② 参加の権利
同法は労働安全衛生，企業の譲渡及び集団的解雇の
領域について参加の権利を持つと定めている（第 10
条）。
同法は参加の権利に関する詳細については何ら定め
ておらず，同法の関与する領域をカバーする特別法が
制定されている。関連する各法は同法に添って改正が
なされている。例えば，債務法は 333条 aの改正によ
り，企業の所有権譲渡の際に，従業員代表は，その理
由と社会的経済的帰結について情報の提供を受けるも
のとしており，これに伴って生じる諸問題について協
議するものとしている。
同様に集団的解雇に関する詳細な参加の権利は，債
務法 335条 d及び 335条の改正によって対応してい
る。一方，安全衛生に関しては労災保険法（Bundes-
gesetz über die Unfallversicherung）82条及び労働法
（Arbeitsgsetz）6条の中に定められた。
③ 協 力
同法は，使用者と従業員代表が事業所の操業に関す
る事項について誠実に協力するべきことを定めている
（第 11条）。使用者は，物的なリソース，業務管理な
ど必要な前提に添って従業員代表の配置を行うことが
求められている。また使用者は従業員代表に対して，
その職務を遂行している期間とその終了後について，
差別的な取扱いをすることが許されない（第 12条）。
④ 守 秘
従業員代表は，関係する業務の性格から必要とさ
れ，その職務がこれを許容する範囲で就業時間中で
も，従業員代表としての役割を遂行することができる
（第 13条）。同法は守秘に関する一連の規程を含んで
いる（第 14条）。例えば，従業員代表（従業員代表が
不在の場合は情報提供と協議の権利を直接に行使する
労働者）は，その業務に関連して知り得た経営上の事
項に関する秘密を漏らしてはならない義務が課されて
いる。
（4）枠組み立法
同法は「枠組み立法」であり，労使の両当事者に対
して，同法所定の最低基準を遵守する限りで，その施
行に関して相当の裁量の余地を残している。すなわ
ち，同法は労働者に有利な形でならば同法の規程から
の逸脱も許している。また，労働協約に定めがある場
合に限って，労働者に不利な形での同法からの逸脱も
許されるが，次の同法の規程に関する事項の逸脱は禁
じられている。適用の領域（第 1条），従業員代表の
選挙権（第 3条），選挙規程（第 6条），情報提供及び
協議の権利（第 9及び 10条），従業員代表の雇用保護
の権利（第 12条），および労働者の個人情報に関する
守秘義務（14条 2b）などである。
民間部門では，これまで従業員参加に関する制定法
上の根拠がなかったため，これに関する規程は労働協
約の中で定められ，これがスイスの労働者の 3分の 1
をカバーしてきた。立法化された後は，新法と既存立
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法の改正法が求める最低基準にこれらの労働協約が適
合できるかどうかが評価されることになった。
一方で，金属産業の労働協約や化学，食品，テレビ
事業などの労働協約に見られるように，新たな法的枠
組みの下で定められた基本的な権利綱領を相当程度に
超越する従業員参加の制度が労働協約で定められてい
る事例も存在することに注目しておく必要がある。こ
のように，将来において従業員参加の制度をさらに充
実するための土台が用意されている。そして同法の特
徴は，実体的な規制よりも原理原則を定めているとこ
ろにあるといえる。政府は 1993年 11月に採択された
ECの労働時間指令に対応して，労働時間の編成に関
する制定法上の参加の権利を拡大するための検討を始
めた。
4．従業員参加と EU指令
1992年当時，スイスはヨーロッパ経済圏構想に関
する協議に参加しており，これは EU加盟に向けた積
極的な動きではあるが，従業員参加に関する EUの提
案は，それが実現したとしてもスイスの制度にはあま
り大きな影響を影響を与えることはないだろうと見ら
れていた。
スイス政府がヨーロッパ会社法の定める選択肢のう
ち，集団的に同意された代表の形式を指向することは
明らかで，ヨーロッパ労働関係理事会指令の草案も，
1000人以上の従業員を雇用する EU域内の多国籍企
業に適用が限られることから，多くのスイス人労働者
が適用外となり限定的な意味しか持たないことになる
と見られていた。（24EIRR217）
（1）EU労働評議会指令のスイス企業に対する影響
スイスは EUにも，またヨーロッパ経済圏にも加盟
していない。そのため，ヨーロッパ労働評議会指令の
適用を受けることはない。それにも関わらず，これま
で同指令の適用を除外されてきたイギリスと同様に，
スイスの労働者も多くの多国間協定の適用を受けてい
る。
1996年 9月から施行されているヨーロッパ労働評
議会指令は，イギリスを除く当時の EU加盟国とアイ
スランド，リヒテンシュタイン，ノルウェーのヨー
ロッパ経済圏の 17カ国で適用されている。将来的に
はイギリスもこの適用に踏み切るものと見られてい
た。
スイスは，EUにもヨーロッパ経済圏にも加盟して
いないため，同指令の直接の適用を受けない。スイス
は 1992年の国民投票で双方への加盟を拒否してい
る。しかし，スイスには 1994年 5月から施行されて
いる従業員参加に関する法律が存在する。この法律は
50人以上の事業所について，従業員の過半数の要請
により，従業員代表を置くことができるとしている。
スイスがヨーロッパ労働評議会指令の適用から除外
されているという事実にも関わらず，スイスの多国籍
企業は同指令の条項の適用を受けることになる。それ
は多国籍企業の本社拠点がどこにあるかを問わず，同
指令が多国籍企業を次のように定義しているからであ
る。
① EU内で少なくとも 1000人以上の労働者を雇用
している。②グループ企業が少なくとも 2つ以上の
EU加盟国内に存在すること。③グループ企業はそれ
ぞれの加盟国で 150人以上の従業員を擁しているこ
と。
スイスの多国籍企業はスイス国外で 140万人もの労
働者を雇用しており，そのうちの 92万人は製造部門
で，42万人はサービス部門で就労している。この結
果，60のスイス多国籍企業が上記の EUの定義に該
当することになった。
このヨーロッパ労働評議会指令の持つ大きな潜在的
影響力について，スイス建設労組 GBIはスイス企業
と労働者を対象に調査を実施した。同労組は 1996年
9月にヨーロッパ労働評議会指令が発効する以前にす
でに存在していたスイスの多国籍企業やヨーロッパ経
済圏に拠点を置く多国籍企業が自発的に締結していた
13件の協定の内容について分析した。1996年 9月以
前に協定を締結した企業は，同指令の適用が除外され
ることになっており，この協定が全従業員に適用さ
れ，国の枠を越えた情報の提供と従業員との協議が行
われる。（Armin）
（2）多国籍企業の従業員参加
ヨーロッパ労働評議会指令に基づく評議会の設置と
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参加の権利は，厳格にヨーロッパ経済圏加盟諸国の事
業所とそこで雇用される労働者に限って適用される。
したがって，ヨーロッパ経済圏加盟諸国内に事業所を
持つスイス多国籍企業は，理論上は当該諸国の労働者
のために評議会を設立した上で，そこからスイス人労
働者を排除することが可能である。同様に，ヨーロッ
パ経済圏加盟諸国に拠点を置き，スイスに事業所を持
つ多国籍企業はスイス人労働者のヨーロッパ労働評議
会における代表権を否定することができる。
しかし，GBIの調査では，スイス多国籍企業は，そ
の多くがスイス労働者の参加を許している。7件の協
定だけがスイス人労働者を除外しており，2件の協定
はスイス人の従業員代表をオブザーバーとして扱って
いる。これらの企業の場合，拠点がスイスだけにあっ
たり，労働組合の力が相対的に弱いといった背景があ
る。
さらに，GBIは在スイス外国多国籍企業について調
査を行った（Hans）。建設業では，多くのスイス人労
働者を雇用する 12の外国企業が自発的に協定を締結
しており，その 4分の 3は労働評議会へのスイス人労
働者の参加を認めている。しかし，このような参加は
金属や機械産業では一般的ではない。スイスに生産拠
点を持つ 62の外国多国籍企業が，自発的にヨーロッ
パ労働評議会と協定に関する交渉を行っているが，そ
のうちの 3分の 1だけがスイス人従業員の参加を認め
ている。（23EIRR286）
 争議行為と紛争解決システム
1．争議行為の推移
（1）1990年代前半の争議行為
公務員部門の争議行為が 1990年末から 1991年にか
けて連続しており，争議行為が稀なことが特徴とされ
るスイスの国民の注目を集めた。争議行為の原因は構
造的な困難によるものであるが，異例な 6％という高
インフレ率を記録していることにもある。
イタリア語圏のテッセンでは，ソーシャルワーカー
が 90％の参加率で半日ストライキに突入した。ザン
クトガレンや他の州でもの勤務医が示威行動に立ち上
がった。最も顕著な争議行為の例は，ジュネーブの公
務員の一日ストライキである。清掃作業員から医師ま
で1万6000人が参加した。国家公務員の労働組合は，
憲法で禁じられているストライキを背景にして，3％
の賃上げの半年延期に抗議した。（10EIRR206）
1993年に金属産業で新たな労働協約が締結され
た。この新協約は 18万 5000人の労働者に適用があ
る。この労働協約の条項は一定の規制の下に置かれて
いる。経営側は労使協議会での合意を遵守しなければ
ならない。労使協議会で拒否された場合，経営側はこ
れを受け入れ，仲裁手続には付託しないものとされて
いる。一方，仲裁手続は紛争が生じた時の最終的な解
決の拠所とされる。労使は企業が本当に経済的困難に
立ち至った時には，類型に応じて必要な範囲で交渉を
維持するものとされる。最終的にこのような「危機条
項」が適用されるのは労働協約の有効期間の半分のみ
とされ，この期間は最大でも 2年半である。
スイスの機械産業は，1993年の時点では困難な状
況にあり，ドイツの不況で輸出の不振にさらされてい
た。この一年間でこの産業の雇用は 6．2％もの減少を
記録した。（11EIRR234）
長引いた交渉と 300以上の建設現場での一連の抗議
行動の後に，労働組合と使用者側はようやく建設業に
おける新しい労働協約の締結に漕ぎつけた。この労働
協約は直接的に約 12万人の労働者に適用され，さら
に間接的にほぼ同数の労働者にも適用される。
この新協約は 1995年 1月から施行され，絶対的平
和義務が定められたことにより（権利紛争と利益紛争
の両方に適用される），全ての紛争は最終的には仲裁
裁判（Schiedsgerichte）によって解決されることに
なった。通常とは異なり，この協約は労働条件につい
て改善と譲歩の両面を含むものとなった。改善面は労
働時間関係であるが，譲歩は賃金，諸手当の面でなさ
れた。（11EIRR252）
（2）1990年代後半の争議行為
① スト禁止条項の棚上げ
1996年夏，鉄道労組 SEVに所属する 1万人の鉄道
員が，スイス国鉄本社前で，1997年度における 2～4
％のすべての賃金引下げに反対して抗議行動を行っ
た。鉄道労組委員長は抗議行動の参加者に対して賃金
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引下げの脅威が現実化した場合には，現行の労働協約
で合意されているスト禁止条項を棚上げにするととも
に，幹線道路の封鎖などの他の形態の抗議行動も検討
していると語った。こうした中で組合員は態度を硬化
させており，合理化の要請を拒否している。また，政
府に対して自動車に対する鉄道輸送の競争力を強化す
るための施策をとるよう訴えている。（10EIRR272）
労働組合にとって 1997年の労働協約交渉は困難な
ものであった（Ackermann 1998）。金属産業の交渉は
厳しい経済状況の下ではあるが率直な形で展開され
た。また建設産業では，全国的な動員を行いストライ
キを背景にした団結の力を示すことで，最終的に労働
協約の締結に漕ぎ着けた。労働組合によると，使用者
団体の内部の緊張感が状況を一層悪化させている。民
間部門では，使用者側は低迷した経済状況を全面に押
し出してその交渉スタンスを正当化しようとした。さ
らに，生産コストの増加が競争力を低下させていると
繰り返し主張した。公務員部門でも，使用者側は厳し
い財政状況を指摘し，支出の抑制を理由として労働条
件の民間準拠の必要性を何度も主張している。（29
EIRR292）
② ストライキの実施
1997年中に実施されたストライキは，3箇所の事業
所で 327人の労働者が参加した。これによる労働損失
日数は 435労働日であった。スイスではストライキ
（Arbeitstreitigkeit）は公式の定義では少なくとも一日
以上継続したものをいい，作業停止（Arbeitsnieder-
legung）はこれに含まない。このストライキのうち 2
事業所は製造業で，解雇に反対して行われたものであ
り，1事業所は会社側の賃金政策に抗議して実施され
た。
スイスのストライキ発生率は，産業国家の中では際
立って低い値を示している。1990年から 97年の間に
おいて，政府には 21件のストライキが報告されてい
るが，1993年に限っては全くストライキが行われな
かった。ソーシャルパートナーが紛争を回避し，交渉
による協定の締結を好むスイス労使関係の性向からす
れば，これは驚くにはあたらない。多くの労働協約は
平和義務（Friedenspflicht）を定めており，この伝統
は 1937年の機械産業の産業別協約にまで遡ることが
できる。（12EIRR299）
1998年の協約交渉は建設や機械を始めとして多く
の部門で緊張のうちに展開した。SECOは少なくとも
1日以上継続した紛争を争議行為と定義しているが，
この年は 7件の争議行為が発生した。これらの紛争は
12の企業，1万 6125人の労働者を巻き込み，労働損
失日数は 2万 4719日に達した。
公務部門で発生した争議行為により，多くの州で警
察，教育，保険，社会福祉などの領域で影響が生じ
た。きっかけは多くの州が示した財政緊縮策であっ
た。アールガウ州での集団的示威行動は賃金カットの
抑制に成功した。（27EIRR320）
1999年の労働協約交渉は建設，印刷，航空輸送な
どの産業分野でストライキや抗議行動が行われ，最も
困難なものの一つとなった。地方の公務部門でも多く
の労働者が争議行為に突入した。（32EIRR317）
③ ストライキとロックアウト
争議行為による 1998年のスイスの労働損失日数は
2万 4719日であったが，1999年には 2675日に急減し
た。スイスの争議件数は 90年代に増加したが，他の
ヨーロッパ諸国と比較すると相対的に低い水準が維持
されている（Ackermann, 2000）。このことは，スイ
スの労使関係が協約で定められた平和義務で下支えさ
れているという事実を反映している。使用者側は，平
和条項を最低限の協約交渉における要求事項と考えて
おり，実際にも労働協約全体の 3分の 2が平和義務条
項含んでいる。
このように制度化された協力関係の結果，過去 20
年間にわたって争議行為は例外的なものであり，ほと
んどの紛争は平和的に解決されてきた。だが，1990
年代の困難な協約交渉は，労使関係における合意を追
求する伝統的な方式を厳しい圧力の下に置くことに
なった。SECOの統計によれば，90年代に労使紛争
が増加した理由には，企業のリストラによる雇用の不
安定化と個別的賃金交渉の増加がある。（26EIRR320）
1999年の協約交渉の環境も，近年最も厳しいもの
の一つであったが，労働損失日数自体は急激に減少し
た。公務員関係では多くの地方政府で争議行為が発生
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した。この年には 5件のストライキが発生し，129の
企業と 2225人の労働者を巻き込んだが，労働損失日
数は 2675日に止まった。保険部門でのストライキは
労働条件に対する不満を理由としている。また，印刷
産業では産別協約の締結に向けた交渉が拗れて紛争に
なった。
1998年と 99年の労使紛争では，ロックアウトが全
く行われなかった。今でもスイスのソーシャルパート
ナーは合意を重視した労使関係を希求しており，紛争
は交渉を通じて解決することを心がけている。争議行
為が避けられないと見られる場合でも，その日数や範
囲は限定されている。過去 10年間で労働者 1000人あ
たりの労働損失日数は平均 1．43日にすぎない。同様
な傾向はルクセンブルクやオーストリアにも見られ
る。（27EIRR320）
（3）2000年以降の争議行為
① 建設産業のストライキ
2002年 11月，建設産業の労働者は，使用者側の早
期退職協定の実施拒否に抗議して全日ストを実施し
た。
建設産業の使用者団体 SBVは 2002年 4月の交渉に
おいて，建設労働者の 63歳での早期退職制度の導入
に同意していた。この制度は 2003年 1月から導入さ
れるのに先立って，2002年 7月から早期退職に対す
る割増が支払われることになっていた。しかし，使用
者側はこれを実行しなかった。2002年 3月で期限の
到来する労働協約の更新交渉においても，早期退職問
題は主要なテーマになっていた。労働者側は 60歳で
の割増を受けての早期退職を要求し，ストライキを構
えていたが，2002年 4月に合意が成立したためこれ
を取り止めていた。 （14EIRR346）
建設産業の労使は，1万 5000人以上の建設労働者
が参加して 2002年 11月 4日に実施された全日ストを
経て，早期退職制度の詳細について合意に達した。こ
の合意の実施に関しては若干の遅延を認めるものと
なっている。また 2006年 6月から 60歳以上の全ての
労働者に早期退職を認めることになった。その間は，
段階的に経過措置をとっていくことも合意されてい
る。この制度の運用については特別な基金（Stifung
FAR）を設けて労使合同であたることになっている。
（11EIRR347）
② 争議行為の失敗
2004年の協約交渉は賃金面では全体として満足の
行く結果であったが，ドイツ語圏とティッチーノ州の
印刷産業では新協定の締結に至らなかった。労働組合
の動員にも関わらず，使用者が旧協約を 2004年 8月
に終了させた後 ，数ヶ月が無為に経過してしまっ
た。未解決のままとなっている基本的な問題は，賃金
を企業ごとに決めるか，または産業ごとに決定するか
であり，印刷産業の使用者団体（Verband Scweizer
Presse）は，今後は企業レベルでの決定を主張してい
る。
建設産業でも困難を経験した。塗装及び左官関係の
労働協約は 2004年春で失効するが，新協約締結を妨
げている主要な問題は 62歳からの早期退職である。
争議行為が行われても，労使はこの問題を解決できな
いでいる。その結果，この産業部門では非組合員の導
入の脅威が高まっている。労働組合は連邦に対して仲
裁を求めている。
建具木工関係の労働協約の締結も早期退職措置に関
する問題で合意が得られず実現していない。この問題
は，これまで建築マイスター協会に加盟し，その全国
協約（Landesmantelvertrag）の適用をうけてきた建
築工務店関係の紛争に起因するものである。使用者側
は 2002年に合意された早期退職に関する措置の実施
準備をしておらず，その後，建築マイスター協会を脱
退してしまった。労組 UNIAはこれを厳しく批判し，
仲裁々判所に提訴した。使用者側は，仲裁判決の前に
新協約を Syna労組との間で締結したが，労組 UNIA
はこれを認めていない。（20EIRR376）
2．紛争解決システム
「産業平和」の概念はスイス労働関係の品質証明の
刻印のようになっている。ストライキは極めて珍しい
ので，他の諸国とは異なり一旦ストライキが発生する
メディアの注目を集め，政治的な関心を高めることに
なる。ある識者はスイスをしてストライキから開放さ
れた経済とまで評している。
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表 2 1990 年から 1999 年までの 10年間の争議行為件数の部門別及び原因別内訳
件 数 事業所数 参加労働者数 総労働損失日数
部 門
繊維 2 2 141 5，991
印刷 4 234 7，091 10，531
工芸 1 1 40 200
石材 1 13 185 603
金属 2 2 382 1，589
車輌製造 2 2 97 485
その他 1 1 130 325
建設 5 125 808 1，131
商業 2 5 20 49
福祉サービス 3 3 158 190
化学 2 2 710 1，070
クリーニング 1 1 15 30
公務 6 15 22，091 31，466
金融・保険 1 4 560 980
原 因
賃金 15 147 23，450 33，605
労働協約 7 249 7，226 13，774
その他（労働組合権，採用，
雇用，リストラを含む）
11 14 1，752 7，261
計 33 410 32，428 54，640
出典：Swiss Secretariat for Economic Affairs
表 3 1979 年から 1999 年までの争議行為の推移
年 度 件 数 事業所数 参加労働者数 労働損失日数
1979
1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989
1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999
8
5
1
1
5
2
3
1
0
4
2
2
1
3
0
8
2
3
2
7
5
8
330
12
1
5
2
10
1
0
4
2
2
1
18
0
238
2
5
3
12
129
463
3，582
15
55
985
50
366
36
0
131
22
578
51
220
0
6，901
327
5，888
83
16，125
2，255
2，331
5，718
15
550
4，438
662
662
72
0
870
265
4，090
51
673
0
14，380
351
7，266
5
24，719
2，675
出典：Swiss Secretariat for Economic Affairs．
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1982年から 1991年までの 10年間で争議行為の発
生件数は極めて少なく，全産業における労働者 1000
人あたりの労働損失日数では経済協力開発機構
（OECD）加盟諸国中最低であった。しかし，争議行
為が少ないという特徴がいつの時代のスイス労働関係
にも妥当するというわけではない。1918年から 1927
年の 10年間では，平均して年に 19万日もの労働損失
日数を計上していた。1978年から 1987年までの期間
の平均が 2000日以下であることと比較すると突出し
て大きな数字である。過去 50年間に達成された争議
行為発生件数の大幅な減少は 1937年に締結された機
械産業の歴史的な「平和協定」（Friedensabkommen）
によるところが大きい。（30EIRR240）
（1）平和義務
スイスの労働者の大多数をカバーしている労働協約
は絶対的平和義務を定めている。労働協約の有効期間
中，争議行為の回避を求める平和義務はヨーロッパの
ほとんどの国々で規範化されているが，一般に労働協
約条項の解釈や，その違反をめぐる権利関係の紛争に
適用されるだけで，労働協約がカバーする事項に関連
しない利益紛争については，なお争議行為による解決
が許されている。これに対して，絶対的平和義務は権
利と利益の両方の形態の紛争に適用され，労働協約有
効期間中のあらゆる争議行為の可能性を効率的に排除
する。
絶対的平和義務の概念は「平和協定」（Frie-
densabkommen）の下で 1937年に機械産業で初めて
導入された。この協定は逐次改訂されていくが，「誠
実の精神」の下で紛争解決のために適用された。第一
段階として職場レベルでの解決をはかる試みがなされ
た。そして大部分の紛争はこの部分で解決を見てい
る。従業員代表と使用者の間で協定の締結に至らない
場合は，紛争は労働協約当事者間の団体交渉（Ver-
bandsverhandlung）の場に持ち出されることになる。
さらに労働協約の当事者間で紛争解決がはかれない場
合，平和協定に基づいて仲裁裁判にかけられることに
なる。1950年代以降，金属産業方式が民間部門では
広く採用されており，今日では労働協約全体の約 3分
の 2が絶対的平和義務と仲裁々判への付託を定めてい
る。
（2）絶対的平和義務
この平和協定の主要な構成要素は「絶対的平和義
務」（Friedenspflicht）の条項であって，それは今日ま
で継続している。労働協約の有効期間中は争議行為の
抑制を求める平和義務は，ほとんどのヨーロッパ大陸
諸国で規範として成立している。しかし，それは既存
の労働協約の条項の違反あるいは解釈に関連する「権
利紛争」に限って適用されるという意味で一般に相対
的な平和義務に止まっている。そして既存の労働協約
が対象としない事項も含む「利益紛争」については，
なお争議行為によって解決が計られている。これとは
対照的に絶対的平和義務の場合には，両方の紛争の形
態に適用があり，労働協約有効期間中は効果的にあら
ゆる争議行為の可能性を排除することができる。
随時改訂がなされてきた 1937年の平和協定は紛争
の解決に貢献してきた。職場レベルでの紛争の解決が
計られるが，協約当事者間で紛争の解決に失敗した時
に は，平 和 協 定 の 定 め に 従 っ て 仲 裁 々 判 所
表 4 争議行為件数の国際比較
国名 1980年 1985年 1990年 1995年
スイス 5 3 2 2
オーストリア 9 4 9 1
ベルギー ― ― 33 46
デンマーク 225 820 232 424
フィンランド 2，182 833 450 112
フランス 2，118 1，901 1，529 ―
ドイツ ― ― ― ―
ギリシヤ 726 453 480 110
アイルランド 130 116 49 34
イタリア 2，238 1，341 1，094 545
ルクセンブルク ― 0 1 ―
オランダ 22 45 29 14
ノルウェー 35 11 15 11
ポルトガル 269 476 271 ―
スペイン 2，103 1，092 1，312 883
スウェーデン 212 160 126 ―
イギリス ― ― ― 235
出典：ILO
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（Schiedsgericht）に提起される。仲裁々判所の典型的
な構成は，労働組合と使用者代表及び合同で指名した
裁判長からなり，拘束力を持つ仲裁決定を発すること
ができる。
しかし，実際には紛争の大部分が仲裁々判所に提起
される以前の段階で適切に解決されている。
1950年代以降は，絶対的平和義務と仲裁手続への
付託の権利を定める条項を持った金属産業における紛
争解決モデルが，民間部門を中心に広範に普及してい
る。1991年には，絶対的平和義務が企業レベルの交
渉単位で 54％，産業ごとの交渉単位で 61％も適用さ
れている。産業ごとの交渉単位に関しては，平和義務
はより多くの交渉単位で導入されている。産業ごとの
交渉単位のもとに置かれる全ての労働者の 71％が，
絶対的平和義務の適用を受けている。絶対的平和義務
のもつ重要性はこの間，労働協約の条項として産業別
協約の中で，変わることなく維持され続けてきた。一
方，企業協約においては，その重要性が減退してい
る。（30EIRR240）
（3）仲裁制度
1991年におけるスイスのストライキは 1件を記録
しただけであった。この国にとってこの記録は特別な
ものではない。争議行為の少なさは，その多くを制度
的なメカニズムに負っている。絶対的な平和義務と権
利及び利益関係の紛争を仲裁手続に付すことを義務づ
けている労働協約の存在がその土台となっている。
1998年 4月に連邦議会ではストライキやロックア
ウトの権利を基本権として連邦憲法に取り込む修正案
に関する投票が行われた。これらの権利は，労働条件
に関するものであって，平和義務や仲裁々判を損なう
ものでないという文脈の下で保障されることになっ
た。しかし，団結権に関する ILO87号条約の批准の
ための憲法改正は拒否された。
スイス労働総同盟はこの結果を歓迎しており，これ
らの規程が基本権として確立したことにより，労使関
係における予測可能制を高めることになるとしてい
る。（12EIRR293）
スイスでの争議行為の発生率は非常に低く，産業平
和（Arbeitsfrieden）の機構が効果的に機能してい
る。スイスの社会経済の発展過程のなかで育成されて
きた合意を重んじる態度と，紛争をコントロールする
制度的なメカニズムが大きく貢献している。
① 仲裁々判所
労働協約によって仲裁に向けた手続や内容に関する
規程に差異が存在するが，多くの場合，仲裁機関は労
働組合と使用者がそれぞれ指名した 1名づつの委員と
中立の委員長で構成される。中立の委員長は他の 2名
の委員によって共同で指名されるか，または労働組合
及び使用者団体によって共同で指名される。通常，委
員長には地方または州の裁判官または大学教授が就任
することが多い。時には退職した連邦の裁判官
（Bundesgerichter）が委員長になることもある。
仲裁手続においては，申立人側の当事者に対して紛
争内容を書面で速やかに（通常 1カ月以内）陳述する
よう求めるとともに，相手方当事者にも同じ期間内に
答弁書の提出を求める。そして協約当事者のそれぞれ
の代表に対する事情聴取が行われる。紛争が単一の企
業内に止まる場合には，経営協議会のメンバーと経営
者が仲裁々判所に招致されることになる。
労働協約によって挙証責任の配分も異なっている。
機械産業の場合，例えば，産別協約が賃金について規
定していないため，賃金紛争を仲裁手続に付託する際
には当事者双方が適切な証拠を添付する必要がある。
一方で，労働協約によっては賃金に関する規程を持
ち，賃金のインフレ調整（Teuerungsausgleich）に関
する条項まで定めているものもある。例外的な理由で
労働協約の定める賃金条項に添うことのできない企業
は，仲裁手続に付託するとともに適切な証拠を提示し
なければならない。
仲裁手続における聴聞が終わった後，通常，仲裁々
判所は調停案（Vergleichsvorschlag）の提示を行う。
ここで両事者の対立する主張のそれぞれの土台が形成
される。調停案が受け入れられれば，この事案は終結
することになる。一方，両当事者がそれぞれの本来の
立場に固執し続けた場合には，仲裁々判所は通常の場
合，当日中に仲裁判決を下すことになる。この仲裁判
決は，厳密な法的解釈によるというよりも，経済的社
会的な規範に添って下されることが多い。仲裁判決に
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対する異議申し立ては，変則または専断（schwer-
wiegender Willkur）として，通常の裁判所に対して
なされる。
仲裁判決は正式に公表されることはないが，両当事
者は判決要旨を一般に明らかにすることができる。
② 制度に対する信頼
仲裁手続における聴聞は厳粛な雰囲気の下で裁判所
内において行われることが多い。これまでも，仲裁判
決は敗訴した当事者からも信頼を得ている。しかし，
一部の企業は，仲裁手続においては個別的な事情を勘
案することが少なく，企業の意思決定の範囲を狭める
ことになるとして不満を表明している。労働者の側か
らも紛争解決システムにおける仲裁の役割が，職場や
労働者の現実から乖離しており，労働組合の存在意義
を失わせ，争議行為における組合員の動員力を削いで
しまっているという批判がある。
紛争の仲裁手続への付託は労働協約の有効期間中に
のみ可能である。一旦，労働協約が無効になると，両
当事者は絶対的平和義務による規制を受けることがな
くなり，望むままに自由に争議行為を開始できる。
1992年の時点でも重要ないくつかの労働協約が期間
の満了や廃棄により無効となっている。ビッグスリー
といわれるスイス化学産業の多国籍企業であるロ
シュ，チバガイギー，サンドスを含むバーゼルの化学
産業の労働協約も無効になっている。新聞報道関係や
スイス航空の労働協約も無効となっている。これら 3
つの労働協約の更新は，それぞれの協約当事者の立場
から，これまでよりも困難な交渉になり，ストライキ
や争議行為も排除できないと見られた。
争議行為の可能性は合意を重視するスイスでも広範
に議論されているが，抗議行動，デモ行進，示威活動
などによる国民のイライラがどの国よりも低いこと
が，更新後の労働協約に平和条項を設定する強い動機
になっていることは示唆的である。（22EIRR224）
むすび
団体交渉と労働協約は，自由市場の原理と矛盾する
懸念があるが，生産要素としての「労働」の特殊な経
済的性格から正当化され，政府の政策的意図に基づく
介入により，自由な企業活動を基盤とする経済を統制
する労働市場規制の一要素を構成している。スイスで
は労働協約の随意的性格が「消極的団結の自由」とし
て保障されているが，国家が労働協約に「一般的拘束
力」を宣言することにより，この随意的性格が浸食さ
れる潜在的な脅威がある。Urs．Ch．Nefのこのよう
な指摘は，労働市場に対する自由主義的な経済分析か
らは当然の帰結である。さらに，Nefは，労働協約が
国民経済における労働者の持ち分の増大に貢献すると
する一般的な理解に対して疑問を投げかける。賃上げ
は絶えずインフレによりその実効性を浸食され，最低
賃金の設定も逆に賃金相場を押し下げる圧力を発生さ
せる可能性を指摘している。これも自由な労働市場を
追求する原理主義的な言説においては一般的である。
このように労働協約の無意味を説く一方で，Nefは労
働組合がその機能を大きく変えて行くと予測し，その
「認証機構」としての役割を提示する。労働組合が所
定の労働市場の標準に基づいて企業の賃金構造を評価
し，その経営管理を細かく監視するようになるとして
いる。個別の企業の収益力と市場における地位を勘案
した賃金及び労働条件に関する評価が，ここでの認証
の決定要素となる。しかし，対抗的な分配関係の一方
の当事者であることから離脱して，労働組合が「公正
な認証」を行う第三者的な機関に変質する必然性を見
出すことは困難と思われる。本稿で検討してきた「ベ
ルリンの壁の崩壊」以降のスイス労働関係の変容にお
ける労働組合の活動からもそのような兆候は見られな
い。
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